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第１ 令和元年度の業務実績評価について 

  山陽小野田市公立大学法人評価委員会は、「公立大学法人山陽小野田市立山口東京 

理科大学各事業年度の業務実績評価実施要領」に基づき、公立大学法人山陽小野田 

市立山口東京理科大学（以下「法人」という。）の令和元年度における業務の実績 

に関する評価を行った。 

 

 １ 評価に関する基本的な考え方 

  (1) 評価は、教育研究の特性、自主性、自律性に配慮しつつ、法人の継続的な質 

的向上に資するものとする。 

(2) 評価は、中期目標・中期計画の達成状況を踏まえ、法人の業務実績全体につ 

いて総合的に行う。 

(3) 評価は、一連の過程を通じて、法人の状況を分かりやすく示し、社会への説 

明責任を果たすものとする。 

(4) 評価は、法人が自主的に行う組織・業務全般の見直しや次期の中期目標・中 

期計画の検討に資するものとする。 

(5) 評価にかかる業務が法人の過度の負担とならないように留意する。 

(6) 評価の仕組みについては、必要に応じて工夫・改善を行う。 

 ２ 評価方法 

   評価は、法人の自己点検・評価に基づいて行うことを基本とする。業務実績評 

価は、「全体評価」、「大項目別評価」、「事業単位・指標単位評価」により行った。 

  (1) 全体評価 

     事業単位・指標単位評価及び大項目別評価の結果を踏まえ、法人の中期目 

標の達成に向けた中期計画全体の進捗状況を総合的に勘案して評価を行った。 

(2) 大項目別評価 

   事業単位・指標単位評価の結果を踏まえ、６つの大項目（15 区分）ごとに、 

中期計画の進捗状況について評価を行った。 

(3) 事業単位・指標単位評価 

     年度計画に記載された事項ごと（事業単位）及び評価指標ごと（指標単位） 

の実施状況または達成状況を確認し、評価を行った。 
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 ３ 年度評価における評価項目と評価基準 

  (1) 評価項目 

評価区分 評価の対象、内容等 

項目別 

評価あ 

事業単位 

評価ふふ 

年度計画のⅠからⅥの最小項目として記載されている各事項の達成状況 

※ ⅦからⅪに係る実績については、全体評価の際に参考情報としている。 

指標単位 

評価ふふ 
年度計画の各数値目標の達成状況 

大項目別 

評価ふふ 

事業単位評価及び指標単位評価を踏まえた、中期計画における６つの大項

目（１５区分）ごとの進捗状況 

 

Ⅰ．教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

２ 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

３ 研究に関する目標を達成するための措置 

Ⅱ．地域社会との連携、地域貢献に関する目標を達成するための措置 

Ⅲ．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標を達成するための措置 

Ⅳ．財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 

１ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

３ 資産の管理及び運用に関する目標を達成するための措置 

Ⅴ．自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成 

Ⅴ．するための措置 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

 

１ 施設設備の整備、活用等に関する目標を達成するための措置 

２ 安全衛生管理に関する目標を達成するための措置 

３ 法令遵守及び危機管理に関する目標を達成するための措置 

全体評価 項目別評価を踏まえた中期計画全体の進捗状況 
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  (2) 評価基準 

評価区分 評定 評語 評価の目安 

項 

目 

別 

評 

価 

事業単位 

評価ああ 

ａ 年度計画を上回る 上回るもしくは十分な実施 

ｂ 年度計画を概ね実施 実施 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 下回るもしくは実施が不十分 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 特に劣るもしくは実施せず 

指標単位 

評価ああ 

ａ 年度計画を上回る 達成率 100％以上 

ｂ 年度計画を概ね実施 達成率 80％以上 100％未満 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 達成率 60％以上 80％未満 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 達成率 60％未満 

大項目別 

評価ああ 

Ａ 中期計画の進捗は順調 

大項目別（１５区分）に、中期

計画の進捗状況について、事業

単位評価及び指標単位評価か

ら総合的に勘案し、評価 

Ｂ 中期計画の進捗は概ね順調 

Ｃ 
中期計画の進捗はやや遅れて

いる 

Ｄ 中期計画の進捗は遅れている 

全体評価 

中期計画の進捗は順調 

中期計画全体の進捗状況につ

いて、項目別評価から総合的に

勘案し、評価 

中期計画の進捗は概ね順調 

中期計画の進捗はやや遅れている 

中期計画の進捗は遅れている 
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第２ 評価結果 

 １ 全体評価 

  (1) 評価結果 

中期計画の進捗は概ね順調である 
 

  (2) 評価理由 

   ア．総括 

      令和元年度は、大学が公立化して４年目を迎えるとともに、平成 30 年４ 

月に開学された山口県内初の薬学部が２年目を迎える。同時に今年度は、 

平成 28 年度から令和３年度までの第１期中期目標期間６年間の前半３年間 

を終了し、後半３年間の出発年度でもある。そのため、薬学部の教育・研 

究の基盤強化を一層図ると同時に、中期目標の達成に向けて、薬工系公立 

大学としての教育・研究をより堅固なものにして行くことが要求される。 

 また、工学部では公立化前年から高い志願倍率が続いており、新設され 

た薬学部においても、工学部に劣らない高い志願倍率となっている。この 

事は公立大学としての期待の高さを示すものであり、法人役員並びに大学 

教職員の一丸となった効率的大学運営が求められていると推察される。 

 そうした事から、今年度の評価は、第１期中期目標の達成に向けて、後 

半３年間の年度計画の見直し・改善指針を与える重要なものと考えられる。 

このことを踏まえ、法人から提 

出された令和元年度の事業報告書 

に基づいて行った評価委員会の事 

業・指標単位評価においては、年 

度計画の全 88 項目の内、約 98％の 

86 項目が「ａ評価：年度計画を上回 

る」又は「ｂ評価：年度計画を概ね 

実施」を占めており、年度計画通り 

に実施されていることが認められ 

る。 

その内訳を見てみると、「ａ評価」 

が 75 項目で約 85％、「ｂ評価」が 
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 総項目数：88項目 

ａ評価：75項目（85％） 

ｂ評価：11項目（13％）

ｃ評価：02項目（02％） 

 

ｂ評価

13％ 

ｃ評価 2％ 

ａ評価

85％ 



 

11 項目で約 13％、「ｃ評価」が２項目で約２％となっている。 

 前年度の評価と比べると、「ａ評価」の項目が 67 項目から 75 項目と８項 

目増え、その割合が約 74％から約 85％と 11 ポイント増加しており、年度 

計画の達成に向けた努力を伺うことができる。しかし、昨年度は０であっ 

た「ｃ評価」が今年度は２項目有るため、「ｃ評価」を無くすための更なる 

努力が望まれる。 

また、大項目別評価（６項目）では、「Ａ評価：中期計画の進捗は順調」 

が３項目、「Ｂ評価：中期計画の進捗は概ね順調」が３項目で、前年度の評 

価と比べると、「Ａ評価」と「Ｂ評価」の数には変化がない。 

 しかしながら、全体評価としては、大項目別評価の結果から中期計画の達 

成に向けて年度計画が着実に進められていると認められ、「中期計画の進捗 

は概ね順調である」と評価される。 

 今年度の事業報告書においては、これまでの評価委員会の「業務実績に 

関する評価報告書」において指摘したような、成果を評価する上で十分理 

解できない項目や評価の判断基準が不十分な項目、記述が具体的でない項 

目がかなり是正されている。しかし、年度計画で設定された目標と計画に 

対する実施状況で記載された内容との関係性の不明確な項目が、昨年度と 

同様に、いくつか有るため、目標設定と実施内容についての整合性に留意 

する必要がある。また、これも毎年度にわたって指摘している事であるが、 

年度計画の目標設定に当たっては、可能な限りその成果を判断する根拠とな 

る目標の数値化を図り、実績の記述については年度計画に対する具体的な 

内容を記載するなど、第三者が進捗・達成状況を十分に理解できる記述表 

現に一層努めることが望まれる。さらに、今年度の指標単位の目標数値設 

定の考え方にはかなり改善が見受けられるが、今後も目標数値設定には、そ 

の根拠を明確にすることを引き続き行うことが大切である。 

 現在、大学公立化後の志願倍率は、全国の公立大学において常にトップ 

クラスにあり、入学定員及び収容定員も充足して、公立大学に対する期待 

は非常に高いものと思われる。この期待に応えるためには、年度計画を着 

実に実施し、中期計画と中期目標を達成することが求められている。その 

ため、理事長及び学長のリーダーシップのもとに、教職員が一致協力して、 

その意欲と能力を最大限に発揮し、目標達成に取り組み、教育・研究・社 
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会貢献という大学の使命・機能を最大限に発揮して行くことが望まれる。 

      また、令和元年度の取組においては、理事長・学長を中心とした運営体 

制の強化が図られており、中期計画・中期目標達成に向けての着実な取組の 

実行が見込まれるため、山口東京理科大学に対する一層の評価向上を期待し 

て、全体評価の総括とする。 

 

   イ．今後に対する意見 

      毎年度、同様の意見を述べているが、年度計画の目標設定や業務実績に 

対する自己評価（計画の実施状況等）については、その記載内容が市民に 

理解し易い、市民目線に立った分かり易い表現が求められる。そのために 

は、曖昧な表現を避け、出来る限り数値化を図り、具体的な目標設定を行 

うとともに、自己評価については達成状況や進捗状況が分かるような具体的 

記述が望まれる。 

 年度計画及び計画の実施状況等の記載内容については、市民が理解し易 

い表現・語句に努めていただき、難解な語句や略式英字等の使用は極力避 

け、専門用語を使用する場合には注記で説明する等、分かり易い表現を心 

掛けることが大切である。 

      また、評価委員会が適切な評価を行うためには、計画の進捗度を評価す 

るのか、改善の成果を評価するのか、何について評価するのかが判断し易 

いよう、年度計画を策定する際に、適正な目標設定に努めることが望まれる。 

さらに、指標単位の目標数値の設定根拠の明確化も、目標達成状況を理解す 

る上で大切である。
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表 全体評価と大項目別評価 

全体 

評価 

大 項 目 別 評 価 

評価項目数 

大項目（６区分） 
評価 

結果 

中期計画の

進捗は順調 

 

中期計画の

進捗は概ね

順調あああ 

中期計画の

進捗はやや

遅れている 

中期計画の

進捗は遅れ

ているああ 

中 

期 

計 

画 

の 

進 

捗 

は 

概 

ね 

順 

調 

Ⅰ．教育研究等の質の向上に関する目標 

  を達成するための措置 Ａ ○    
事 業 評 価 31 

指 標 評 価 06 

Ⅱ．地域社会との連携、地域貢献に関す 

る目標を達成するための措置 Ａ ○    
事 業 評 価 15 

指 標 評 価 02 

Ⅲ．業務運営の改善及び効率化に関する 

目標を達成するための措置 Ａ ○    
事 業 評 価 20 

指 標 評 価  － 

Ⅳ．財務内容の改善に関する目標を達成 

するための措置 Ｂ  ○   
事 業 評 価 06 

指 標 評 価  － 

Ⅴ．自己点検、評価及び当該状況に係る 

情報の提供に関する目標を達成する 

ための措置 
Ｂ  ○   

事 業 評 価 03 

指 標 評 価  － 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要目標を 

達成するための措置 Ｂ  ○   
事 業 評 価 05 

指 標 評 価  － 

 

評価値ＸＡ＝75％（中期計画の進捗は概ね順調である） 

〔注〕評価値ＸＡは参考資料２の参考１ Ⅱ.の式(2)を参照 
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 ２ 大項目別評価 

  Ⅰ．教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

〔№1～№31、[1]～[6]〕 

評価委員会 

評   価 

 評価の項目全体では、37 項目（事業評価 31、 

指標評価６）のうち、a 評価が 35 項目（事業 

評価 31、指標評価４）、b 評価が２項目（指標 

評価２）であり、順調な進捗状況であると評 

価できる。 

Ａ 
(進捗は順調) 

※ 評価委員会の事業単位・指標単位評価〔全体の項目数：37〕 

※ 評価値Ｘａは、参考資料２の参考１ Ⅰ.の式(1)を参照 

 

 評価 項目数 

 
a 35 

 
b 2 

 
c 0 

 
d 0 

 

★特筆すべき事項及び評価できる事項 

 (1) 一般入試の志願倍率が前年度の実績 11.3 倍を上回る 13.8 倍となっている。こ 

 の志願倍率は、公立大学全体で公立諏訪東京理科大学と並びトップである。  [1] 

 (2) 大学生活意識調査における学生満足度が 87.4％で、令和３年度時点の第二次山 

陽小野田市総合計画目標値 87.3％（昨年度実績値）を超えている。    [4] 

  (3) 平成 31 年４月１日付で、先端工学研究部門、生命工学研究部門、特別研究部門 

の３部門からなる山陽小野田市立山口東京理科大学研究推進機構を設立している。 

産学官連携の研究プロジェクトを含む 12 のプロジェクトが進行し、計画の薬・工 

両分野各１件を上回っている。                     【№27】 

(4) 科学研究費補助金申請率が 84.9％で、計画の 75.6％を大きく上回っている。[6] 

 

★今後に期待する事項 

  下記の事項については、年度計画に基づき着実に実施し、中期計画の達成に向け 

て、更なる取組を期待したい。 

(1) 2020 年３月卒業者では、県内出身者の県内企業就職率は 47.7％となっているが、 

昨年度実績値 64.8％から大きく減少しているため、今後の努力を期待する。【№26】 

(2) 令和元年度の就職決定率が 95.7％となっており、計画の前年度値 96.9％を下回 

っている。今後、キャリア支援活動に積極的に取り組み、就職決定率の向上が望 

まれる。                                   [3] 

 (3) 外部資金獲得額は高い水準であるが、令和元年度実績が 119,023 千円で、計画 

の 126,716 千円を僅かに下回っている。引き続き、研究活動の活性化に取り組み、 

外部資金獲得額の向上を期待する                          [5] 

 

8 

評価値 Xa 

＝95％ 

ａ評価 

95％ 

ｂ評価 

5％ 



 

  Ⅱ．地域社会との連携、地域貢献に関する目標を達成するための措置 

〔№32～№46、[7]～[8]〕 

評価委員会 

評   価 

 評価の項目全体では、17 項目（事業評価 15、 

指標評価２）のうち、a 評価が 13 項目（事業 

評価 11、指標評価２）、b 評価が４項目（事業 

評価４）であり、概ね順調な進捗状況である 

と評価できる。 

Ａ 
(進捗は順調) 

※ 評価委員会の事業単位・指標単位評価〔全体の項目数：17〕  

※ 評価値Ｘａは、参考資料２の参考１ Ⅰ.の式(1)を参照 

 

 評価 項目数 

 
a 13 

 
b 4 

 
c 0 

 
d 0 

 

★特筆すべき事項及び評価できる事項 

 (1) 山口県内高校出身者を対象とした地域推薦のため、工学部では入学定員 200 人 

の 23％、46 人を、薬学部では入学定員 120 人の 25％、30 人を地域推薦の入学定 

員としている。その結果、入学者に占める県内出身者率が 28.0％で、計画の 23.8 

％以上を上回っている。                                【№45】[7] 

 (2) 夏季インターンシップのガイダンス、山口県インターンシップ推進協議会によ 

る説明会、学内合同企業研究会を実施している。その結果、県内企業就職率が 

37.4％で、計画の 31.1％以上を上回っている。                   【№46】[8] 

 

★今後に期待する事項 

   下記の事項については、年度計画に基づき着実に実施し、中期計画の達成に向け 

て、更なる取組を期待したい。 

 (1) 本学の研究成果を地元企業や地域産業に結びつけるため、「研究室公開」と「技 

術相談会」を開催している。また、毎月小野田商工会議所、山陽商工会議所の会報 

へ研究技術を掲載している。今後は、大学の研究シーズと企業の技術ニーズのより 

一層のマッチング支援が望まれる。                                 【№36】 

  (2) 市内の公民館の来訪者を対象に、生涯教育プログラムについてのアンケート調 

査を実施している。今後、生涯学習教育のコース開設を期待する。      【№41】 

  (3) 民間企業や公的研究機関等とともに、共同研究 24 件、受託研究 13 件、技術指 

導３件、特許出願５件を行っている。今後、前年度に対して 10％の増加の計画が 

達成できるよう、一層の努力を期待する。                            【№43】 
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評価値 Xa 

＝76％ 

ａ評価 

76％ 

ｂ評価 

24％ 



 

Ⅲ．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

〔№47～№66〕 

評価委員会 

評   価 

 評価の項目全体では、20 項目（事業評価 20） 

のうち、a 評価が 16 項目、b 評価が４項目で 

あり、順調な進捗状況であると評価できる。 

Ａ 
(進捗は順調) 

 ※ 評価委員会の事業単位・指標単位評価〔全体の項目数：20〕 

※ 評価値Ｘａは、参考資料２の参考１ Ⅰ.の式(1)を参照 

 

 評価 項目数 

 
a 16 

 
b 4 

 
c 0 

 
d 0 

 

★特筆すべき事項及び評価できる事項 

 (1) 理事長を議長とした理事会を月１回開催し、担当理事間の連携を強化するとと 

もに、理事長・学長・副学長・学部長・部局長による「部局連絡会議」、理事長と 

学長による「理事長・学長連絡協議会」を新設して、管理運営および教育研究の 

緊密な連絡を図っている。                                         【№47】 

 (2) 高校教員対象入試説明会、進学相談会、高校訪問の回数を増加し、オープンキ 

ャンパスによる広報活動を積極的に推進している。オープンキャンパスには昨年 

度の 1,844 人を 281 人上回る 2,125 人が参加し、入学定員 320 人に対し、志願者 

数は昨年度の 2,648 人を 538 人上回る 3,186 人を獲得している。        【№52】 

  (3) 山陽小野田市教育委員会と連携し、小・中学校の児童生徒を対象にした理科教 

育事業「ほんものの科学体験講座」を、計画の年 20 回以上を上回る年 33 回開催 

している。                                               【№54】 

 

★今後に期待する事項 

  下記の事項については、年度計画に基づき着実に実施し、中期計画の達成に向け 

て、更なる取組を期待したい。 

(1) ＩＣカード内蔵職員証の読み取り装置で、教育職員の出退勤と健康管理時間の 

把握を行っている。また、６号館と７号館にモニターを先行設置し、教員の在席 

管理システムを導入している。今後、これらを教員の長時間労働の防止と健康管 

理に有効に活用することが望まれる。                               【№63】 

  (2) 事務組織を事務局体制に変更し、環境安全管理室の新設等を行って、限られた人 

    員で業務対応を行っている。また、時間外労働の事前承認や管理職による業務進捗 

  状況の共有化を行って、事務局全体の時間外労働時間は昨年度に対し約 23％減少 

  している。今後も、より一層の時間外労働時間の減少を期待する。     【№64】 
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評価値 Xa 

＝80％ 

ｂ評価 

20％ 

ａ評価 

80％ 



 

Ⅳ．業務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

〔№67～№72〕 

評価委員会 

評   価 

 評価の項目全体では、６項目（事業評価６） 

のうち、a 評価が５項目、ｃ評価が１項目で 

あり、概ね順調な進捗状況であると評価でき 

る。 

Ｂ 
(進捗は概ね順調) 

 ※ 評価委員会の事業単位・指標単位評価〔全体の項目数：6〕 

※ 評価値Ｘａは、参考資料２の参考１ Ⅰ.の式(1)を参照 

 

 評価 項目数 

 
a 5 

 
b 0 

 
c 1 

 
d 0 

 

★特筆すべき事項及び評価できる事項 

 (1) 外部資金及び科学研究費補助金を獲得した研究代表者教員に対し、大学法人に 

納付される間接経費の一部を教員研究費として還元する奨励特別配分を実施して 

いる。                               【№69】 

 (2) 総合教育センター棟を４号館に改修し、教室と研究室を有する施設として運用 

している。また、模擬授業や学生公認団体である教育研究サークルの活動場所とし 

ても有効活用している。                                           【№70】 

 (3) 大学全体の施設設備の資産価値を保全するために、適切かつ計画的な保守・管理 

  を行う長期的キャンパスマスタープランを作成している。              【№72】 

 

★今後に期待する事項 

  下記の事項については、年度計画に基づき着実に実施し、中期計画の達成に向け 

て、更なる取組を期待したい。 

(1) 今年度は、外部資金及び競争的資金獲得に向けた研修会が行われていない。今 

後は、書面でなく、研修会の実施が望まれる。             【№68】 

(2) 新学生寮の必要性を検討するために、在学生と保証人に対してアンケート調査 

を行い、調査結果に基づいた整備の基本方針を作成している。今後、新学生寮の整 

備が図られることを期待する。                     【№71】 
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評価値 Xa 

＝67％ 

ｃ評価 

17％ 

ａ評価 

83％ 



 

Ⅴ．自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置   

〔№73～№75〕 

評価委員会 

評   価 

 評価の項目全体では、３項目（事業評価３） 

のうち、a 評価が２項目、b 評価が１項目であ 

り、概ね順調な進捗状況であると評価できる。 

Ｂ 
(進捗は概ね順調) 

 ※ 評価委員会の事業単位・指標単位評価〔全体の項目数：3〕 

※ 評価値Ｘａは、参考資料２の参考１ Ⅰ.の式(1)を参照 

 

 評価 項目数 

 
a 2 

 
b 1 

 
c 0 

 
d 0 

 

★特筆すべき事項及び評価できる事項 

 (1) 工学部３学科と共通教育センターは工学部運営会議を開催し、成績資料点検の 

     実施状況を報告している。成績資料点検の未実施・未提出の教員に対しては実施・ 

     提出指導を行い、全科目の自己点検評価、管理に取り組んでいる。     【№73】 

 (2) 中期計画及び年度計画に対する自己点検及び評価の結果を要約した資料、山陽 

小野田市公立大学法人評価委員会による外部評価結果、及び地域社会連携・地域 

貢献に関する「地域連携・社会貢献レポート」を大学ホームページに掲載してい 

る。                                【№75】 

 

★今後に期待する事項 

  下記の事項については、年度計画に基づき着実に実施し、中期計画の達成に向け 

て、更なる取組を期待したい。 

 (1) 次年度の自己点検・評価の実施に向け、薬学教育第３者評価準備委員会や評価 

委員による全教員対象の研修会を開催している。今後、自己点検評価の実施を期 

待する。                              【№74】 
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評価値 Xa 

＝67％ 

ｂ評価 

33％ 

ａ評価 

67％ 



 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

〔№76～№80〕 

評価委員会 

評   価 

 評価の項目全体では、５項目（事業評価５） 

のうち、a 評価が４項目、ｃ評価が１項目で 

あり、概ね順調な進捗状況であると評価でき 

る。 

 

Ｂ 
(進捗は概ね順調) 

 ※ 評価委員会の事業単位・指標単位評価〔全体の項目数：5〕 

※ 評価値Ｘａは、参考資料２の参考１ Ⅰ.の式(1)を参照 

 

 評価 項目数 

 
a 4 

 
b 0 

 
c 1 

 
d 0 

 

★特筆すべき事項及び評価できる事項 

 (1) 薬品管理システムの利用者説明会を開催し、薬品の一元管理の強化と特定化学 

物質の環境への排出量の把握を行っている。また、化学物質及び産業廃棄物の管 

理を適切に行うため、「環境安全のしおり」を改訂している。       【№78】 

  (2) 学生及び教職員を対象に、防災講習会、防災・煙避難・消火訓練、自動体外除 

細動器（ＡＥＤ）救急講習会を実施している。また、本学自衛消防隊による防火 

扉閉鎖軌道上・消火栓・消火器前へのマーキングの実施と、外部講師によるエレ 

ベータ閉じ込め救出訓練の開催を行っている。薬学部 1 年生が宇部・山陽小野田 

消防局の講師から一次救命処置の講習を受けている。          【№79】 

 (3) 学生消防団と宇部・山陽小野田消防局が連携し、課外活動ガイダンスや竜王祭 

を通して相互周知を図り、新たに 14 名の学生消防団員が任命されている。また、 

学内のＡＥＤ講習会では、学生消防団員が参加して、人命救助活動の普及に努めて 

いる。                                【№80】 

 

★今後に期待する事項 

  下記の事項については、年度計画に基づき着実に実施し、中期計画の達成に向け 

て、更なる取組を期待したい。 

 (1) 施設整備計画の変更により、新グラウンド・新テニスコートの整備が実施され 

ず、完成時期が延期となっている。今後、新グラウンド・新テニスコートの整備 

が望まれる。                            【№76】 
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評価値 Xa 

＝60％ 

ａ評価 

80％ 

ｃ評価 

20％ 



 

参考 山陽小野田市公立大学法人評価委員会 委員名簿 

 

（敬称略、五十音順） 

氏   名 役 職 等 備考 

う え の  じ ゅ ん じ 

上 野 順 司 

元 一般社団法人小野田青年会議所 

理事長 
 

こ う だ  か た し 

江 田 方 志 
小野田商工会議所 副会頭  

ひ ら の  ゆ う じ 

平 野 雄 二 

元 山口県病院薬剤師会 理事 

元 宇部興産中央病院 薬剤部長 

委員長の 

職務代理 

や ま も と  ひ ろ や す 

山 本 普 康 

元 九州共立大学大学院 教授 

元 新日本製鐵株式会社 主幹研究員 
委 員 長 

 

  任期：平成 31 年(2019 年)１月 21 日～令和３年(2021 年)１月 20 日 
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３ 事業単位・指標単位評価 
 

中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

Ⅰ. 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

 (１) 教育内容及び教育の成果等の充実 

① 教育課程編成方針等の明確化 

 確かな基礎学力と高度な専門知識 

を修得した人間性豊かな人材を養成 

するため、学位授与方針、教育課程 

の編成方針及び入学者受入方針を明 

確に定め実践する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１. 学生が身に付けるべき資質・能 

力を明確にした卒業認定・学位授 

与の方針に基づき、教育内容、教 

育方法、学修成果の評価方法を明 

確にし、学修成果の可視化を向上 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１. 授業計画書（シラバス）作成 

の手引きを整備し、教育内容、 

教育方法、学修成果の評価方法 

の明確化を行った。工学部では、 

学習・教育目標の達成率、学修 

成果を数値化したものであるＧ 

ＰＡ（Grade Point Average） 

の学期毎の推移、学生が身に付 

けるべき資質・能力別にＧＰＡ 

をレーダーチャートにて表示す 

るポートフォリオを作成し、学 

修成果の可視化と学生が自らの 

得意・不得意分野を把握できる 

ようにした。 

薬学部では、薬学教育モデル 

コアカリキュラムで設定された 

学習者に期待される具体的行動 

目標及び到達目標であるＳＢＯ 

（specific behavioral obje- 

cttive）を踏まえた授業計画書 

（シラバス）の作成、教育内容、 

教育方法、学修成果の評価方法 

の明確化を行った。 

ａ ａ 

授業計画書（シラバス）作成の手 

引きを整備し、教育内容、教育方法、 

学修成果の評価方法の明確化を行っ 

ている。 

また、工学部では、ＧＰＡをレー 

ダーチャートにて表示するポートフ 

ォリオを作成し、学修成果の可視化 

を行っている。薬学部では、薬学教 

育モデルコアカリキュラムで設定さ 

れたＳＢＯを踏まえた授業計画書 

（シラバス）の作成、教育内容、教 

育方法、学修成果の評価方法の明確 

化を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4
4

 
1

5
 



 

中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
２. 学部学科の専攻分野における概 

ね５年以上の実務の経験を有し、 

かつ高度の実務の能力を有する実 

務家教員の登用を促進し、学科に 

おける授業科目の 10％以上を担 

当するように教育課程を編成し、 

社会と有機的に連携した実践的な 

教育を展開する。 

 

 

２. 工学部では、機械工学科 22.9 

％（96 科目中 22 科目）、電気工 

学科 13.0％（108 科目中 14 科目）、 

応用化学科 11.1％（108 科目中 

12 科目）、薬学部では薬学科 7.4 

％（68 科目中５科目）において、 

５年以上の実務の経験を有し、 

かつ高度の実務の能力を有する 

実務家教員を登用し、実践的な 

教育を展開した。 

ａ a 

 学部学科の専攻分野において、概 

ね５年以上の実務の経験を有し、か 

つ高度の実務の能力を有する実務教 

員の登用を促進し、実践的な教育の 

展開している。学科における授業科 

目の割合いは、工学部で 10％以上、 

薬学部で 7.4%となっている。 

 

 

 

② 教育方法の工夫・開発 

 講義形式で行っている授業に能動 

的学修力の育成に効果的な教育手法 

（アクティブ・ラーニング）を取り 

入れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 教員による一方向的な講義形式 

に加え、グループ・ディスカッシ 

ョン、グループ・ワーク、問題解 

決学習、調査学習、ディベート等、 

能動的な学修への参加（アクティ 

ブ・ラーニング）を促す教育方法 

を取り入れた授業科目の割合を増 

やし、教育の質的な転換を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 授業担当教員に対し、授業で取 

り入れているアクティブ・ラー 

ニングの手法と教育効果に関す 

るアンケートを行った。15.0％ 

の授業科目にてアクティブ・ラ 

ーニングを取り入れており、そ 

の結果を全教員で共有し、アク 

ティブ・ラーニングを取り入れ 

た授業の授業参観を行った。 

また、オランダのトゥウェン 

テ大学から Frans Stel 先生を招 

聘し、国連総会で定められた 

「我々の世界を変革する：持続 

可能な開発のための 2030 アジェ 

ンダ」で示された持続可能な開 

発目標（SDGs）に関する特別講 

義が、アクティブ・ラーニング 

の形式で行われた。教育効果を 

高めるために通常のスモールグ 

ループディスカッションのグル 

ープ人数を更に半分とした「マ 

イクログループ単位」で課題に 

取り組む授業が行われ、本学教 

員も聴講した。 

ａ ａ 

 教員による一方的な講義形式に生 

徒の能動的な学習への参加を取り入 

れた授業科目（アクティブ・ラーニン 

グ）の割合を増やし、15.0％の授業 

科目で取り入れている。 

 また、海外の大学から招聘した先 

生の特別講義をアクティブ・ラーニ 

ングの形式で行ったり、スモールデ 

ィスカッションを応用した授業を取 

り入れるなど、教育の質的な転換に 

取り組んでいる。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

４. 市内企業が抱えている技術的課 

題を学生がグループで把握・分析 

し、対策創出・提案を行うアクテ 

ィブ・ラーニング「地域技術学」 

を充実し、課題発見・問題解決能 

力を有する自立した人材を養成す 

る。 

４. 「地域技術学」に協力してい 

ただいた市内企業を前年度の５ 

社から８社に増加し、学生がグ 

ループで把握・分析し、対策創 

出・提案を行った。 

 

 

ａ ａ 

 アクティブ・ラーニング「地域技術 

学」への協力企業が前年度の５社か 

ら８社に増加。「地域技術学」を充実 

させ、課題発見・問題解決能力を有す 

る自立した人材の養成に取り組んで 

いる。 

 

 

③ 教養科目の体系化 

 現代社会が直面する課題に対応す 

る分離融合科目（統合科学）や、異 

分野・学際領域理解のための科目を 

充実する。また英語教育の強化を図 

り英語による授業を拡大充実し、そ 

の効果を測定するために TOEIC を利 

用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 教養・共通教育の理念、教養教 

育の目的を公表し、それらを実現 

するための教育課程と授業科目の 

体系化を行う。 

 

 

 

 

 

５. 共通教育センターを中心とし 

たオムニバス科目の立ち上げに 

向け、シラバスの詳細案を検討 

し、来年度から実施することと 

した。理系基礎科目の合同カリ 

キュラム検討会を昨年度と同 

様、英語、数学、物理、コンピ 

ュータ、化学の順で、９月２日 

(月)に実施した。 

ａ ａ 

教育課程と授業科目の体系化を行 

うため、共通教育センターを中心と 

したオムニバス（輪講）科目の立ち 

上げに向け、授業計画書（シラバ 

ス）の詳細案を検討している。 

 

 

 

 

６. TOEIC 対策講座を２クラス以上 

開講し、TOEIC を利用することに 

より英語教育の成果を測定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

６. TOEIC 対策講座として、初級ク 

ラスを毎週金曜日に、中級クラ 

スを毎週木曜日に開講し、約 100 

名の学生が受講した。 

また、１年生を対象に、「TOEIC 

のススメ講演会」を開催し、135 

名の学生が参加した。 

TOEIC 講座の内容（良かった 

点、改善点など）について学生ア 

ンケートを毎週行い、学生の声に 

基づく改善を随時行った。 

ａ ａ 

 TOEIC 対策講座を初級クラスと中 

級クラスの２クラス開講し、約 100 

人の学生が受講している。また、１ 

年生を対象に「TOEIC のススメ講演 

会」を開催し、135 人の学生が参加 

している。TOEIC を用いた英語教育 

の改善に取り組んでいる。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

７. 学生の技術報告書作成スキルの 

向上を図るため、テクニカルライ 

ティング教育を導入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７. 九州大学名誉教授の藤野清次 

氏による「技術報告書の書き方 

セミナー」を 11 月に開催し、学 

生の技術報告書作成スキルの向 

上を図る教育を行い、約 100 名 

の学生が参加した。 

また、国際会議での研究成果発 

表の演習として、英語による研究 

発表と質疑応答を行う、The 6th  

International Conference of  

SOCU（第６回 学内国際会議）を 

開催し、70 名以上の学生が参加 

した。 

ａ ａ 

 他大学から講師を招聘し、学生の 

技術報告書作成スキルの向上を図る 

ためのセミナーを開催し、約 100 名 

の学生が参加している。 

また、国際会議での研究成果発表 

の演習として、英語による研究発表 

と質疑応答を行う学内国際会議を開 

催し、70 名以上の学生が参加してい 

る。 

 

 

 

 

８. 英語診断力テスト VELC（Visua- 

lizing English Language Compe- 

tency Test）を１年生に対し年４ 

回実施することで、コミュニケー 

ション能力を測定する。 

 

８．VELC を１年生に対し年４回実 

施するとともに VELC を活用した 

英語力測定方法のマニュアルを 

整備した。 

 

 

ａ ａ 

 英語診断力テスト VELC を１年生 

に対し年４回実施し、VELC を活用し 

た英語力測定方法のマニュアルを整 

備している。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 
 

④ 国際感覚を備えた人材の養成 

 学生の目線を海外に向けさせ異文 

化に触れる機会として、短期留学を 

実施するために国際交流センターを 

設置するとともに、渡航中も安心し 

て教育研究活動に臨めるよう危機管 

理の体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９. グローバルな視点をもって地域 

社会の活性化を担う人材を育成す 

るために、教育内容と教育環境の 

国際化を進め、優秀な外国人教員 

等による英語での授業比率を高め 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．学生が海外の優れた研究者と触 

れ合える機会を増やすために、 

ドイツのダルムスタッド工科大 

学の Ralf Riedel 先生によるコ 

ロキウム（講演討論会）を開催、 

約 200 名の学生が参加し、活発 

な質疑応答が行われた。 

また、薬学部と工学部が連携し 

た国際学術交流授業として、米国 

バージニア大学工学部社会学科 

長の W. Bernard Carlson 教授を 

招聘し、「国際的薬害倫理問題の 

症例検討」と「Using yesterday's  

Technology to solve tomorrow's 

problems today」をテーマにした 

特別講義と学生によるスモール 

グループディスカッションを開 

催した。 

さらに、梅光学院大学の外国人 

教員を招聘し１年生を対象にし 

た「英語のススメ講演会」を開催、 

194 名の学生が参加した。 

ａ ａ 

 海外の大学から教員を招聘し、講 

演討論会（約 200 名の学生が参加）、 

特別講義とスモールディスカッショ 

ンを開催している。また、国内の他 

大学の外国人教員を招聘し、「英語の 

ススメ講演会」（194 名が参加）を開 

催し、教育内容と教育環境の国際化 

を進めている。今後、英語での授業比 

率の向上を期待する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10. 欧米・豪州・アジア各地域への 

短期語学留学を推進するため、留 

学説明会を年１回以上開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10. 短期語学留学説明会を４月に 

開催し、学生 24 名が参加した。 

また、日韓文化交流基金による 

大学生訪韓団参加団員に薬学部 

の学生が採用された。 

このほか、短期海外留学と国際 

学会に参加した学生による体験 

発表会が、学生英語研究サークル 

の主催により開催し、異文化での 

気づきや留学体験の発表と質疑 

応答が英語で行われ、50 名を超 

える学生が参加した。 

ａ ａ 

 欧米・豪州・アジア各地域への短 

期語学留学を推進するための留学説 

明会を４月に開催（24 人が参加）し 

ている。また、学生による留学体験 

の発表会を開催するなど、短期語学 

留学の推進に取り組んでいる。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 (２) 教員の教育能力向上の推進 

 大学及び大学院の教育の内容及び 

方法の改善を図るための教員の組織 

的な研修（ＦＤ活動）を計画的に実 

施する。 

 

 

 

 

 

 

11. 教育の内容及び方法の改善を図 

るための教員の組織的な研修（Ｆ 

Ｄ研修）を年２回以上開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

11. 教育の内容及び方法の改善を 

図るための教員の組織的な研修 

（ＦＤ研修）を年５回開催し 

た。端末のボタンを押して回答 

すると、即座に集計されてスク 

リーンなどに表示される「クリ 

ッカー」を利用した双方向型授 

業の設計、学習達成度を測定す 

る「ルーブリック」の活用等を 

テーマに研修と演習を行った。 

ａ ａ 

教育の内容及び方法の改善を図る 

ための教員の組織的な研修（ＦＤ研 

修）を、計画の年２回以上を上回る 

年５回開催している。 

 

 

 

 

 

 

(３) 学生の受入れに関する方針の明示 

 入学者に求める能力、適性等を入 

学者受入方針（アドミッション・ポ 

リシー）として明確化し、入試方法 

及び評価方法を点検し、適宜修正を 

加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12. 入学試験要項及び学生募集要項 

に、入学者受入れ方針（アドミッ 

ション・ポリシー）を明示し、入 

学者に求める能力、適性等に沿っ 

て入学試験を実施する。 

  

 

 

12. 入学者に求める能力・適性等 

を入学者受入方針（アドミッシ 

ョン・ポリシー）として定め、 

入試方法及び評価方法を入学者 

選抜要項に反映し、高校教員対 

象入試説明会、オープンキャン 

パス等において周知のうえ、入 

学試験を実施した。 

ａ ａ 

入学者に求める能力・適性等を入 

学者受入方針（アドミッション・ポ 

リシー）を、入学者選抜要項に反映 

し、高校教員対象入試説明会やオー 

プンキャンパス等において周知し、 

入学試験を実施している。 

 

 

13. 入学試験実施要項、入試問題作 

成要項、入試問題点検要項、採点 

要項を作成し適切に実施・点検を 

行う。 

 

 

 

13. 入学試験実施要項、入試問題 

作成要項、入試問題点検要項、 

採点要項を作成し、厳正に入学 

者選抜を実施するように、入試 

委員会、入試問題出題委員会、 

入試問題助言委員会等にて適切 

に審議し点検を行った。 

ａ ａ 

入学試験実施要項、入試問題作成 

要項、入試問題点検要項、採点要項 

を作成している。また、厳正に入学者 

選抜が実施されるように、入試委員 

会、入試問題出題委員会、入試問題助 

言委員会等にて適切に審議し、点検 

を行っている。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

【教育に関する指標】 

 

[1] 一般入試の志願倍率 11.3 倍以

上 

志願者数（一般入試） 

÷ 入学定員（一般入試） 

（参考） 平成 31 年度公立大学一般 

入試志願倍率 11.3 倍 

[1] 一般入試の志願倍率 13.8 倍 

志願者数（一般入試）2,933 人 

÷入学定員（一般入試）212 人 

 

 

 

ａ ａ 

 一般入試の志願倍率が前年度の実 

績 11.3 倍を上回る 13.8 倍となって 

いる。この志願倍率は、公立大学全 

体で公立諏訪東京理科大学と並んで、 

トップである。 

 

 
[2] 入学定員充足率 100％ 

    入学者数÷入学定員 320 人 

[2] 入学定員充足率 102.8％ 

入学者数 329人÷入学定員 320人 ａ ａ 
 入学定員充足率が計画の 100％を 

上回り、102.8％となっている。 

２ 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 (１) 多様なニーズに対応した支援 

① 経済的理由や罹災等で就学が困 

難な学生に対する授業料減免制度 

や大学独自の奨学金制度等の仕組 

みを構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14. 経済的理由等により就学が困難 

な学生に対する授業料減免制度、 

罹災等で就学が困難な学生に対す 

る入学金免除制度を適切に運用す 

る。 

 

14. 経済的理由等により就学が困 

難な学生に対し、授業料免除制 

度を適切に運用し、前期授業料 

免除（111 名）及び後期授業料免 

除（110 名）を行った。 

 

ａ ａ 

経済的理由等により就学が困難な 

学生に対し、授業料免除制度を適切 

に運用し、前期授業料免除（111 名） 

及び後期授業料免除（110 名）を行 

っている。 

 

15. 大学独自の奨学金として特待生 

奨学金の給付、大学院博士後期課 

程授業料半額免除制度、大学院入 

学金減免制度を適切に運用する。 

 

 

 

 

15. 学業において特に優秀な成績 

を収めた者に対し学業を奨励す 

ることを目的として、年間 10 万 

円が給付される特待生奨学金に 

11 名が採用された。また、大学 

院博士課程授業料半額免除制度 

に２名、大学院入学金減免制度 

に 21 名が採用された。 

ａ ａ 

大学独自の奨学金制度・減免制度 

を適切に運用し、特待生奨学金の給 

付に 11 名、大学院博士後期課程授業 

料半額免除制度に２名、大学院入学 

金減免制度に 21 名が採用されてい 

る。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

② 学生の主体的な課外活動を運営、 

財政の両面から支援し、主体性の 

向上と社会性の涵養を促進する。 

また、学生自治会、教育後援会及 

び同窓会との協力体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16. 学園祭、学生スポーツ大会、学 

生フォーミュラ活動、クラブ活動 

など学生の主体的な課外活動を財 

政面から支援し、主体性の向上と 

社会性の涵養を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16. 学生フォーミュラ活動、学生 

電力システム開発活動、公立大 

学学生ネットワーク（LINKtopos） 

活動に対して財政面から支援し 

た。学内のグラウンドやテニス 

コートが使用できないため、学 

外施設使用料の支援を実施した。 

また、学友会、学園祭、学生 

スポーツ大会、クラブ活動など 

学生主体の課外活動に対しては、 

学友会、教育後援会、同窓会か 

らの助成金が適切に執行される 

よう管理運営を支援し、自主的 

な活動の活性化を促した。 

ａ ａ 

学生フォーミュラ活動、学生電力 

システム開発活動、公立大学学生ネ 

ットワーク（LINKtopos）活動を財 

政面から支援している。また、学内 

のグラウンドやテニスコートが使用 

できないため、学外施設使用料の支 

援を行っている。 

また、学生主体の課外活動（学友 

会や学園祭、学生スポーツ大会、ク 

ラブ活動など）に対して学友会、教 

育後援会、同窓会からの助成金が適 

切に執行されるよう、管理運営を支 

援している。 

 

17. 学生の保証人に対し大学教育へ 

の理解を深めていただくために、 

保証人懇談会を年１回以上開催す 

る。 

 

 

 

17. 保証人懇談会を年１回開催し、 

教育及び進路支援に関する説明 

と希望者を対象としたチュータ 

ー教員との個人面談を実施した。 

今年度は学園祭と同時開催とし、 

大学教育や学生活動への理解が 

より深まるよう配慮した。 

ａ ａ 

 教育及び進路支援に関する説明と 

希望者を対象としたチューター教員 

との個人面談を行う保証人懇談会を 

年１回開催している。 

 

 

 

18. 学生の主体的な課外活動に対し 

て財政的な支援をしている教育後 

援会に対し、学生による学園祭活 

動報告会を年１回以上開催する。 

18. 学園祭と保証人懇談会を同時 

開催し、保証人懇談会では、学 

園祭実行委員の学生から活動報 

告を行った。 

ａ ａ 

 学園祭と保証人懇談会を同時に開 

催し、保証人懇談会において、学園 

祭実行委員の学生から活動報告を行 

っている。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

③ 学生の健康相談、心的支援及び 

生活相談等を行う体制を整備し、 

担任教員制度を活用して問題を抱 

える学生や留学生及び障がいを持 

つ学生への支援を行う。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19. 学生及び留学生に対して、先輩 

学生が個別学習支援を行う「ピア 

サポート」を週３回以上開催する。 

 

19. 学生及び留学生に対して、先輩 

学生が個別学習支援を行う「ピア 

サポート」を週５回開催した。 

 

ａ ａ 

学生及び留学生に対して、先輩学 

生が個別学習支援を行う「ピアサポ 

ート」を週５回開催している。 

 

20. 授業で分からなかった箇所があ 

る学生に対し、助教の教員が個別 

学習支援を行う「学習サポート教 

室」を週１回以上開催する。 

20. 授業で分からなかった箇所が 

ある学生に対し、助教の教員が個 

別学習支援を行う「学習サポート 

教室」を、週１回開催した。 

ａ ａ 

授業で分からなかった箇所がある 

学生に対し、助教の教員が個別学習 

支援を行う「学習サポート教室」を 

週１回開催している。 

21. 学生の健康相談及び生活相談と 

して、臨床心理士による学生相談 

を週４回以上、障害学生コーディ 

ネーターによる学生相談を週１回 

以上、心療内科医による学生相談 

を月１回以上実施する。 

21. 公認心理師による学生相談を 

週４回、心療内科医による学生相 

談を月１回、障害学生支援コーデ 

ィネーターによる学生相談を週 

１回実施した。 

 

ａ ａ 

公認心理師による学生相談を週４ 

回、心療内科医による学生相談を月 

１回、障害学生支援コーディネータ 

ーによる学生相談を週１回実施して 

いる。 

 

 (２) キャリア支援の充実 

① キャリア支援センターと学部・ 

研究科が連携し、就職の斡旋等に 

とどまらず、進学を含むキャリア 

形成全般について支援するととも 

に、市内企業及び県内企業の魅力 

を多くの学生に知ってもらうため 

の取組みを強化する。 

 

 

 

22. 山陽小野田市の産業や地元企業 

の魅力について学生の理解を深め 

るため、学部１・２年生を対象と 

して市内の主要な企業を巡る市内 

企業見学ツアーを開催する。 

 

 

 

 

 

22. 学部学科別に企業見学を企 

画・実施した。工学部の機械工 

学科では２年生が宇部興産㈱、 

ＴＨＫ㈱、電気工学科では１年 

生が中国電力㈱、３年生が長州 

産業㈱、応用化学科では２年生 

が西部石油㈱、田辺三菱製薬工 

場㈱を見学した。薬学部では、 

１年生が協和発酵キリン㈱を見 

学した。 

ａ ａ 

 学部学科別に市内・県内の企業見 

学会を実施し、工学部は１年生から 

３年生が、薬学部は１年生が参加し、 

市内・県内の産業や地元企業の魅力 

について学生の理解を深める取組み 

を行っている。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

23. 経済同友会との長期インターン 

シップ、専門分野に係るインター 

ンシップに取り組み、単位認定に 

相応しい修学態度や能力を育成す 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23. 経済同友会では、２年生６名 

がコニカミノルタ㈱、㈱キッツ、 

㈱日本カーバイド工業、日本信 

号㈱、みずほ証券㈱、損害保険 

ジャパン日本興亜㈱の長期イン 

ターンシップに参加した。 

また、山口県インターンシッ 

プ推進協議会では、専門性イン 

ターンシップの受入事業所とし 

て、㈱スペック、㈱大晃機械工 

業、㈱太陽石油、㈱長州産業、 

㈱ヤナギヤから合意を得た。な 

お、本学からも２名が専門性イ 

ンターンシップに参加した。 

ａ ａ 

 経済同友会と連携した長期インタ 

ーンシップや、山口県インターンシ 

ップ推進協議会と連携した専門性イ 

ンターンシップに学生が参加し、修 

学態度や能力の育成に取り組んでい 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 教員採用試験、公務員採用試験 

及び国家資格試験等の特別講座を 

開講し、各試験の合格率を高める 

取組みを実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24. 教員採用試験対策講座、面接対 

策、模擬試験、教育実習訪問視察、 

模擬授業を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24. 教員採用試験対策講座（全 12 

コマ）を開講し、２次対策として 

願書作成、模擬授業、個人面接、 

集団討論の対策に取り組んだ。ま 

た、学内において全国公開模擬試 

験は及び自治体別公開模擬試験 

を実施した。 

2020 年３月卒業者については、 

現時点で教員志望者 11 名のうち、 

10 名が進路を決めている。 

なお、来年度に向けた教員採用 

試験対策として、東京アカデミー 

通学講座・通信講座を受講する学 

生に対し受講料の一部補助を行 

った。 

ａ ａ 

教員採用試験対策講座（全 12 コ 

マ）を開講し、２次対策として願書 

作成、模擬授業、個人面接、集団討 

論の対策の実施や学内において全国 

公開模擬試験・自治体別公開模擬試 

験を実施している。また、2020 年３ 

月卒業者の教員志望者 11 名のうち 

10 名が進路を決めている。 

さらに、来年度に向けて、東京アカ 

デミー通学講座・通信講座を受講す 

る学生に対し、受講料の一部補助を 

行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2
4

 



 

中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 25. 公務員専門学校講師による公務 

員採用試験対策講座を開講し、公 

務員採用に向けた学内説明会を開 

催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25. 公務員受験対策講座（３年生ク 

ラス：全 110 コマ、２年生クラス： 

全 48 コマ）を開講した。また、 

今年度から専門科目が課される 

自治体（行政職）への受験対策と 

して、３年生クラスに専門分野コ 

ースのオプションを設けた。ま 

た、国家公務員受験促進のため、 

人事院主催の公務研究セミナー 

を対象に大学から無料送迎バス 

を運行した。2020 年３月卒業者 

では希望者９名のうち７名（国家 

公務員１名、地方公務員６名）が 

合格した。 

ａ ａ 

 公務員受験対策講座の開講、国家 

公務員受験促進のための人事院主催 

・公務研究セミナーへの無料送迎バ 

ス運行など。公務員採用に向けて取 

り組んでいる。2020 年３月卒業者で 

公務員を希望する９名のうち、７名 

（国家公務員１名、地方公務員６名） 

が合格している。 

 

 

 

 

 

 

③ 県内企業に対して、本学が主催 

する企業面談会への参加や本学内 

での会社説明会等の開催を実施す 

ることにより、県内就職を希望す 

る学生と企業のマッチングの機会 

の拡大を図る。 

 

26. 山口県内、山陽小野田市内に立 

地する企業を本学に招いた学内企 

業セミナー、学内合同企業説明会 

を年２回以上開催する。 

 

 

 

26. 学内合同企業研究セミナー等 

を年３回（計５日間）実施し、地 

元企業も多く参加した。2020 年 

３月卒業者では、県内出身者の県 

内企業就職率は 47.7%となった。 

 

 

ａ ａ 

学内合同企業研究セミナー等を年 

３回（計５日間）実施している。2020 

年３月卒業者では、県内出身者の県 

内企業就職率は 47.7%となっている 

が、昨年度実績値 64.8％から大きく 

減少しているため、今後の努力を期 

待する。 

【学生への支援に関する指標】 

 

[3] 就職決定率 96.9％以上 

就職者数 ÷ 就職希望者数 

（参考）平成 30 年度就職決定率 

96.9％ 

[3] 就職決定率 95.7％ 

就職者数 179 人÷就職希望者数  

187 人 

 

ｂ ｂ 

 令和元年度の就職決定率の実績が 

95.7％となっており、計画の前年度 

96.9％を下回っている。 

 

 

[4] 学生満足度 87.3％ 

 令和３年度時点の第二次山陽小 

野田市総合計画目標値。大学生活意 

識調査での設問「全体的にみて本学 

の学生生活に満足していますか」に 

対する「とても満足している」、「ま 

あ満足している」の回答 

[4] 学生満足度 87.4％ 

令和元年度大学生活意識調査で 

の設問「全体的にみて本学の学生 

生活に満足していますか」に対す 

る「とても満足している」、「まあ 

満足している」の回答 

 

a a 

 大学生活意識調査における学生満 

足度が 87.4％で、令和３年度時点 

の第二次山陽小野田市総合計画目標 

値 87.3％(昨年度実績値)を超えて 

いる。 
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 中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

３ 研究に関する目標を達成するための措置 

 (１) 研究活動の活性化 

 
① 産学官連携の研究プロジェクト 

の検討、企画を行う。 

 

 

 

 

 

27. 新たな産学官連携の研究プロジ 

ェクトを研究推進機構にて企画及 

びコーディネートを薬・工両分野 

各１件以上行う。 

 

 

 

 

 

27. 平成 31 年４月１日付で山陽小 

野田市立山口東京理科大学研究 

推進機構を設立した。当機構は 

先端工学研究部門、生命工学研 

究部門、特別研究部門からなる 

３部門により構成され、本年度 

は産学官連携の研究プロジェク 

トを含む 12 のプロジェクトが進 

行した。 

ａ ａ 

平成 31 年４月１日付で、先端工 

学研究部門、生命工学研究部門、特 

別研究部門の３部門からなる山陽小 

野田市立山口東京理科大学研究推進 

機構を設立している。産学官連携の 

研究プロジェクトを含む 12 のプロ 

ジェクトが進行し、計画の薬・工両分 

野各１件を上回っている。 

 

② 研究活動の主体である大学院生 

の入学者増加を図り、全ての研究 

室に大学院生が在籍することを目 

指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28. 山口県維新プランと連携し、医 

薬品製造・品質管理基準（ＧＭＰ） 

に携わる人材の育成プログラムを 

計画する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28. 本学薬学部が山口県健康福祉 

部薬務課及び山口県製薬工業協 

会とＧＭＰカレッジワーキング 

グループを構成し、医薬品製 

造・品質管理基準に携わる人材 

育成プログラムを計画した。本 

年度は、本学において学生向け 

ＧＭＰカレッジキックオフセミ 

ナーを開催し、104 名の学生が 

参加した。また、企業向けＧＭ 

Ｐカレッジキックオフセミナー 

に本学薬学部教員 3 名が出席し 

た。また、３回にわたるＷＧミ 

ーティングを行った。来年度実 

施のＧＭＰカレッジの参考とす 

るため、参加学生に対して製薬 

関連企業やＧＭＰに関するアン 

ケートを実施した。 

ａ ａ 

薬学部が山口県健康福祉部薬務課 

及び山口県製薬工業協会と連携し、 

ＧＭＰカレッジワーキンググループ 

を結成し、医薬品製造・品質管理基 

準に携わる人材育成プログラムを計 

画している。また、学生向けＧＭＰカ 

レッジキックオフセミナーの開催や 

教員の企業向けＧＭＰカレッジキッ 

クオフセミナーへの参加を行い、Ｗ 

Ｇミーティングを実施している。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 (２) 研究成果の集積と公表 

 地域産業界や地域社会のニーズに 

マッチした研究テーマ及び国際的に 

通用する研究領域を絞り込み、研究 

成果を挙げる上で最も有効な体制を 

検討する。 

 

 

29. 地域の課題解決をテーマにした 

地域密着型の研究活動に取り組み、 

研究成果の公表を促進する。 

 

 

 

 

29. 地域の課題をテーマにした地 

域密着型の卒業研究の成果を山 

陽小野田市立中央図書館等にて 

展示発表することとしていたが、 

新型コロナウイルスの感染拡大 

に伴い取りやめ、大学ホームペ 

ージへ掲載した。 

ａ ａ 

地域の課題解決をテーマにした地 

域密着型の卒業研究に取り組み、そ 

の研究成果を大学ホームページに掲 

載している。 

 

 

 

 (３) 学術交流の促進 

 国内外の大学や研究機関との交流、 

共同研究の拡大を図る。 

 

 

 

 

 

 

30. 国際的な学術交流を促進するた 

め、在外研究員として教員１名以 

上を海外の大学・研究機関に派遣 

する。 

 

 

 

 

30. 国際的な学術交流を促進する 

ため、国際交流推進機構の事業 

として、バージニア大学から講 

師を招聘し、工学部・薬学部の 

学生を交えた講演と、教員間の 

意見交換会を実施した。 

 

 

ａ a 

 国際的な学術交流を促進するた 

め、国際交流機構の事業として、バー 

ジニア大学から講師を招聘し、学生 

を交えた講演と、教員間の意見交換 

会を実施している。しかし、在外研究 

員として海外の大学・研究機関に教 

員の派遣ができていないため、今後 

に期待する。 

 (４) 研究倫理の徹底 

 研究活動に係る不正防止を図るた 

めの全額的な仕組みを構築する。 

 

 

 

 

 

31. 研究倫理、不正防止、利益相反、 

ハラスメントについて法令を遵守 

し正しい管理運営を行うことがで 

きるように、教職員を対象に研修 

会を年１回以上開催する。 

 

 

31. 教職員を対象としたハラスメ 

ント防止研修会、事務職員の係 

長級以上を対象にしたハラスメ 

ント防止研修会、教育職員を対 

象にしたアカデミックハラスメ 

ント防止研修を開催した。 

 

ａ ａ 

法令順守と正しい管理運営のた 

め、教職員を対象としたハラスメン 

ト防止研修会、事務職員の係長級以 

上を対象にしたハラスメント防止研 

修会、教育職員を対象にしたアカデ 

ミックハラスメント防止研修会を開 

催している。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 
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【研究に関する指標】 

 

[5] 外部資金獲得額 126,716 千円以 

上 

（参考）平成 30 年度獲得額 

126,716 千円 

[5] 外部資金獲得額 119，023 千円 

（参考）平成 30 年度獲得額 126,716 

千円に対して 6.1％減少 

 

ｂ ｂ 

外部資金獲得額は高い水準である 

が、令和元年度の実績が 119,023 千 

円で計画の 126,716 千円を下回って 

いる。 

[6] 科学研究費補助金申請率 75.6％ 

  以上 

 

 

[6] 科学研究費補助金申請率 

84.9％ 

平成 30 年度科研費申請教員数 62 

人÷在籍教員数 73 人 

ａ ａ 

 科学研究費補助金申請率が 84.9％ 

で、計画の 75.6％を大きく上回って

いる。 

 

Ⅱ. 地域社会との連携、地域貢献に関する目標を達成するための措置 

１ 地域コミュニティの中核的存在としての拠点化 

(1) 地域連携センターの生涯学習部 

門及び地域連携室を中心に地域社 

会との連携や地域貢献活動を推進 

強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32. 山陽小野田市、山口東京理科大 

学連携協議会と協力し、おのだサ 

ンパークを会場に市内小学校、中 

学校、高等学校、大学、企業が一 

堂に会する「かがく博覧会」を共 

催し、工学及び薬学に関する実験 

ブースを提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

32. 山陽小野田市・山口東京理科 

大学連携協議会と協力し、おの 

だサンパークを会場に、令和元 

年９月 28 日・29 日の２日間に 

渡って、「かがく博覧会」開催し 

た。本学からは工学部、薬学部、 

学生団体から計５つの実験ブー 

スを出展した。会場に展示され 

た市内小・中学生の科学作品約 

200 点の中から学長賞を授与し 

た。10 回目の記念行事としてゲ 

スト講師によるサイエンスショ 

ーを実施し、約 4,000 人の来場 

があった。 

ａ ａ 

山陽小野田市及び山口東京理科大 

学連携協議会と協力し、おのだサン 

パークを会場に、「かがく博覧会」 

開催し、工学部、薬学部、学生団体 

から計５つの実験ブースを出展して 

いる。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

(2) 講演会、研修会、教育・教養講 

座及び中高教員向教育等を計画、 

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33. 県民を対象に、健康に関する講 

演会を年１回以上開催する。 

 

 

 

 

 

33. 山陽小野田市と協力し、笑顔 

で年を重ねていくことができる 

まちづくりの機運醸成を図るた 

め、市民及び県民を対象に「健 

康で長生きのまちづくりフォー 

ラム～スマイルエイジング in  

山陽小野田～」を開催した。 

ａ ａ 

 山陽小野田市と協力し、市民及び 

県民を対象に、健康に関する講演会 

「健康で長生きのまちづくりフォー 

ラム～スマイルエイジング in 山陽 

小野田～」を開催している。 

 

 

34. 市民を対象に、科学にまつわる 

身近な話題を提供する「サイエン 

ス・カフェ」を年６回以上開催す 

る。 

 

 

 

 

34. 市民を対象に、科学にまつわ 

る身近な話題を提供する「サイ 

エンス・カフェ」を第５回まで 

開催（２月 20 日時点）し、累計 

66 名の参加があった。第６回は 

３月 14 日（土）についてはコロ 

ナウイルス感染症対策のため中 

止とした。 

ａ ａ 

市民を対象に、科学にまつわる身 

近な話題を提供する「サイエンス・ 

カフェ」を年５回開催している。計 

画では年６回以上となっているが、 

第６回目は新型コロナウイルス感染 

防止のため、やむなく中止となって 

いる。 

 

35. 県内の中学・高校の理科教員を 

対象に、理科の授業に役立つ実践 

的なプログラムを提供する「理科 

教員のためのリカレントセミナー」 

を年１回以上開催する。 

 

35. 令和元年 12 月 26 日に「理科 

教員のためのリカレントセミナ 

ー」を開催し、10 名の参加があ 

った。本年度は物理学をテーマ 

に講義と実験の２コースを設け 

た。 

ａ ａ 

県内の中学・高校の理科教員を対 

象に、理科授業に実践的なプログラ 

ムを提供する「理科教員のためのリ 

カレントセミナー」を講義と実験の 

２コースで開催している。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

(3) 地域の技術力向上の支援（技術 

相談、起業教育支援、専門家派遣、 

人材の供給等）を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

36. 大学の研究シーズと企業の技術 

ニーズのマッチングを支援するた 

めに、研究・技術公開と技術相談会 

を年２回以上開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

36. 山陽小野田市産学官連携推進 

協議会と協力し、本学の研究成 

果を地元企業との新たな連携や 

地域産業の活性化に結びつける 

ため、令和元年 12 月に「研究・ 

技術公開 2019」として「研究室 

公開」と「技術相談会」を同時 

に開催した。 

  また毎月、小野田商工会議所 

の会報、山陽商工会議所の会報 

へ研究技術の紹介を掲載した。 

ｂ ｂ 

山陽小野田市産学官連携推進協議 

会と協力し、本学の研究成果を地元 

企業や地域産業に結びつけるため、 

「研究室公開」と「技術相談会」を 

開催している。 

また毎月、小野田商工会議所と山 

陽商工会議所の会報へ研究技術を掲 

載している。今後は、大学の研究シ 

ーズと企業の技術ニーズとのより一 

層のマッチング支援が望まれる。 

 

(4) 学生向けの地域教育の推進及び 

地域活動の支援（大学施設・設備の 

提供、教員知識の活用等）を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37. 地域社会の課題をグループワー 

クにより抽出し、その解決を図る 

ことにより実践面を学ぶ「地域社 

会学」を開講する。 

 

 

 

 

 

 

37. 昨年度まで非常勤教員が担当 

していた「地域社会学」を、本年 

度から専任教員が担当するよう 

に変更し、社会調査・統計処理の 

基礎技術を習得するとともに、山 

陽小野田市内でフィールドワー 

クを行い、その結果を統計的に分 

析することを通じて、地域の課題 

を明らかにし、解決策を考えるこ 

とができる能力を育成した。 

ａ ａ 

グループワークにより地域社会の 

課題の解決を図る「地域社会学」を 

専任教員が担当して開講している。 

また、市内でフィールドワークを 

行い、その結果を統計的に分析する 

ことによって、地域の課題を明らか 

にし、解決策を考える能力を育成し 

ている。 

 

 

38. 地元産業界のリーダーを講師と 

して招き、討論と分析・発表等を行 

いながら幅広い視野と分析力、意 

思決定力、問題解決力、起業家精神 

を育成する「リーダシップ論」をよ 

り現実に合ったものとする。 

 

38. 元地元企業の社長である山陽 

小野田市長、元山口県副知事等を 

講師として招聘し「リーダーシッ 

プ論」を開講した。 

 

 

 

ｂ ｂ 

山陽小野田市長、元山口県副知事 

等を講師として招聘し、「リーダー 

シップ論」を開講している。今後は 

この講義を通して幅広い視野や問題 

解決能力の育成が期待される。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

39. 地域で活躍する方を講師として 

招き、人間・社会・科学を幅広く俯 

瞰できる能力を養い、地域の歴史・ 

文化の理解を深める「学術と地域 

文化」を全学的に開講する。 

 

 

 

 

39. 地域で活躍する方を講師とし 

て招き、人間・社会・科学を幅広 

く俯瞰できる能力を養い、地域の 

歴史・文化の理解を深めるため、 

地域で活躍する方を講師として 

30 名招へいし、「学術と地域文化 

１」及び「学術と地域文化２」を 

合わせ、年 30 回の講義を全学的 

に開講した。 

ａ ａ 

地域で活躍する 30 名の方を講師 

として招聘し、「学術と地域文化１」 

及び「学術と地域文化２」を合わ 

せ、年 30 回の講義を全学的に開講 

している。 

 

 

 

 

(5) 地元小中高への出前授業や実験 

体験、市民への大学開放を実施す 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40. 大学の授業を一般市民に開放す 

る「大学開放授業」を年 10 講座 

以上開講する。 

 

 

 

 

40. 大学開放授業を前期 13 講座、 

後期 13 講座開講し、延べ９名が 

受講した。 

薬学部において生涯学習企画 

運営委員会を組織し、市民や小 

学生に対して健康や運動に関す 

る 20 に及ぶ講座を開催した。 

ｂ ａ 

大学の授業を一般市民に開放する 

「大学開放授業」を前期 13 講座、 

後期 13 講座開講し、計画の年 10 講 

座以上を上回っている。 

 

 

 

41. 人生 100 年時代を見据えた生涯 

学習教育のコース開設に向けた準 

備を進める。 

 

 

 

41. 生涯教育プログラムについて 

検討を行うため、山陽小野田市 

内の公民館の来訪者を対象にア 

ンケート調査を実施した。 

 

 

ｂ b 

市内の公民館の来訪者を対象にア 

ンケート調査を実施している。今 

後、生涯教育プログラムについての 

生涯学習教育のコース開設を期待す 

る。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

２ 産業界との連携 

(1) 大学の技術シーズと企業の技術 

ニーズのマッチングを図り、支援 

する仕組みを構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42. 大学と企業との調整役を果たす 

コーディネーターの活用を高め、 

大学の技術シーズと企業の技術ニ 

ーズのマッチングを図り、共同研 

究及び受託研究に取り組み、地元 

産業の創出・育成に寄与すると共 

に、特許等の知的財産権として新 

しい価値を生み出す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

42. 大学の技術シーズと企業の技 

術ニーズのマッチングを図るた 

め、産学連携コーディネーター 

が山陽小野田市内企業 22 社を訪 

問した。 

また、科学技術振興機構及び 

新エネルギー・産業技術総合開 

発機構による「イノベーショ 

ン・ジャパン 2019」、山口県自 

動車産業イノベーション推進会 

議による「山口県技術紹介・展 

示説明会 in マツダ」、山口県大 

学リーグやまぐちによる「シー 

ズ発表会」にブースを出展し、 

本学の研究成果と共同研究の取 

り組み事例を紹介した。 

ａ ａ 

産学連携コーディネーターによる 

市内企業 22 社への訪問を行ってい 

る。また「イノベーション・ジャパ 

ン 2019」、「山口県技術紹介・展示説 

明会 in マツダ」、山口県大学リー 

グやまぐちによる「シーズ発表会」 

にブースを出展し、大学の研究成果 

と共同研究の取り組み事例を紹介し 

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 研究連携、シンポジウム、セミ 

ナー及び研究成果の活用促進等大 

学の外に向けた活動を活性化する。 

 

 

 

 

 

 

 

43. 共同研究の実施件数、受託研究 

の委託件数、特許の取得件数を前 

年度に対し 10％の増加を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

43. 民間企業や公的研究機関等と 

ともに、共同研究 24 件、受託研 

究 13 件、技術指導３件、特許出 

願５件を行った。 

  また、宇部興産株式会社と、 

共同研究及び受託研究等の推進、  

研究者や技術者の人的交流、学 

生に対するインターンシップ等 

の現地学習の実施について包括 

連携協定を締結した。 

ｂ ｂ 

民間企業や公的研究機関等ととも 

に、共同研究 24 件、受託研究 13 件、 

技術指導３件、特許出願５件を行っ 

ている。今後、前年度に対して 10％ 

増加の計画が達成できるよう、一層 

の努力を期待する。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

３ 政策形成等に貢献するシンクタンク機能の発揮 

(1) 地域の課題に対して積極的に市 

や商工会議所の委員会、審議会に 

参加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

44. 地方自治体や地域民間団体の審 

議会及び委員会に委員として年 20 

件以上参加し、産学官の連携を推 

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

44. 山陽小野田市の地方創生協議 

会委員、都市計画審議会委員、 

健康増進計画検討委員会委員な 

ど 20 の委員会・審議会に参加 

し、地域の課題解決に積極的に 

取り組んだ。 

また、市及び山陽小野田市産 

学官連携協議会とともに、産学 

官連携セミナー「ドローンを活 

用した大学との連携について」 

を開催し約 30 人が参加した。 

ｂ ａ 

山陽小野田市の地方創生協議会委 

員、都市計画審議会委員、健康増進 

計画検討委員会委員など 20 の委員 

会・審議会への参加、山陽小野田市 

及び山陽小野田市産学官連携協議会 

との産学官連携セミナー「ドローン 

を活用した大学との連携について」 

を開催し、地域の課題解決や産学官 

の連携を推進している。 

 

 

４ 学生の地元定着 

 (１) 入学者に占める県内学生割合の向上 

 入学者選抜の適正な実施に留意し 

つつ、入学者に占める県内出身者の 

割合を高めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

45. 山口県内高校出身者を対象とし 

た地域推薦県内枠、山陽小野田市 

高校出身者及び在住者を対象とし 

た地域推薦市内枠を継続し、その 

活用を最大限に図り入学定員を充 

足する。 

 

 

 

 

 

45. 山口県内高校出身者を対象と 

した地域推薦を実施した。工学 

部では入学定員 200 人のうち 23 

％に相当する 46 人を、薬学部で 

は入学定員 120 人のうち 25％に 

相当する 30 人を地域推薦の入学 

定員として設定した。また、志 

願者増加を目的として、高校訪 

問の回数を増加した。 

 

 

ａ ａ 

山口県内高校出身者を対象とした 

地域推薦のため、工学部では入学定 

員 200 人の 23％、46 人を、薬学部 

では入学定員 120 人の 25％、30 人 

を地域推薦の入学定員として設定し 

ている。また、志願者数の増加を図 

るため、高校訪問の回数を増加して 

いる。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

(２) 県内就職割合の向上 

 大学を卒業し、県内に就職する者 

の割合を高めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46. 山口県インターンシップ推進協 

議会との連携を強化し、県内企業 

インターンシップの参加率を高め 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46. ４月中旬に夏季インターンシ 

ップに向けたガイダンスを実施 

し、山口県インターンシップ推 

進協議会からは補助金制度等を 

中心した内容を説明してもらっ 

た。 

12 月中旬に学内合同企業研究 

会を実施し、参加企業からは業 

界や企業に関する説明に加え、 

インターンシップの情報提供が 

行われた。 

12 月末に実施された「やまぐ 

ちインターンシップフェスタ」 

では、大学から会場まで無料送 

迎バスを運行し、本学からは代 

表者３名がポスター発表を行っ 

た。本年度は、約 90 名の学生が 

県内企業のインターンシップに 

参加した。 

ａ ａ 

夏季インターンシップのガイダン 

ス、山口県インターンシップ推進協 

議会による説明会、学内合同企業研 

究会を実施している。また、「やまぐ 

ちインターンシップフェスタ」への 

無料送迎バスの運行等、学生に対し 

てインターンシップの情報提供を積 

極的に行っている。本年度は約 90 

名の学生が県内企業のインターンシ 

ップに参加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域社会との連携、地域貢献に関する指標】 

 

[7] 入学者に占める県内出身者率

23.8％以上 

（参考）地域枠募集人員 76 人÷入 

学定員 320 人 

[7] 入学者に占める県内出身者率 

28.0％ 

県内出身者 92 人÷入学者 329 人 

 

ａ ａ 

入学者に占める県内出身者率が 

28.0％で、計画の 23.8％以上を上 

回っている。 

 

 

[8] 県内企業就職率 31.1％以上 

県内就職者 ÷ 就職者 

（参考）平成 31 年度県内就職者 68 

人÷就職者 219 人 

[8] 県内企業就職率 37.4％ 

県内就職者 67 人÷就職者 179 人 

 

 

ａ ａ 

 県内企業就職率が 37.4％で、計画 

の 31.1％以上を上回っている。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

Ⅲ. 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

 (１) 業務執行体制の強化 

① 理事長、学長を中心とした運営体 

制の構築 

経営審議会、教育研究審議会、教授 

総会、研究科会議等の管理運営と教 

育研究の緊密な運営体制を構築する。 

 

 

 

 

47. 理事会、担当理事制、副学長制 

を活かし、管理運営と教育研究の 

緊密な運営を行う。 

 

 

 

 

 

 

47. 理事長を議長とした理事会を 

月１回程度開催し、担当理事間 

の連携を深化させるとともに、 

理事長、学長、副学長、学部長、 

部局長による「部局連絡会議」、 

理事長と学長による「理事長・ 

学長連絡協議会」を新設するこ 

とにより、管理運営と教育研究 

の緊密な連絡と運営を図った。 

ａ ａ 

理事長を議長とした理事会を月１ 

回程度開催し、担当理事間の連携を 

強化するとともに、理事長・学長・副 

学長・学部長・部局長による「部局連 

絡会議」、理事長と学長による「理事 

長・学長連絡協議会」を新設して、管 

理運営および教育研究の緊密な連絡 

を図っている。 

 

② 簡素で機能的な組織の編成 

 運営組織の目的や業務内容の見直 

しを定期的に行い、簡素で効率的な 

組織を構築する。 

 

 

 

 

 

48. 教育研究に関し、教育研究審議 

会、学部運営会議、教授総会等の機 

能を見直し、地方独立行政法人法 

に基づいた簡素で効率的な運営組 

織に移行する。 

 

 

 

 

48. 理事長、学長、副学長、学部 

長、研究科長、事務局次長等を 

構成員とする部局連絡会議を設 

置し、各部局間の連絡・情報共 

有を綿密に行うことにより、縦 

割りによる組織の無駄を削減し、 

地方独立行政法人法に基づいた 

簡素で効率的な組織運営に努め 

た。 

ａ ａ 

理事長・学長・副学長・学部長・ 

研究科長・事務局次長等を構成員と 

する部局連絡会議を設置し、各部局 

間の連絡・情報共有を綿密に行うこ 

とによって、地方独立行政法人法に 

基づいた簡素で効率的な組織運営へ 

の移行に取り組んでいる。 

 

 

(２) 人材育成の強化 

① 適切な人事評価制度の確立 

 教員の能力、意欲、業績及び大学 

運営への貢献度が自己の処遇に適切 

に反映される多面的な人事評価制度 

を確立する。 

 

49. 教員業績評価実施基準に基づき、 

研究業績、教育活動、地域連携活 

動、大学の管理運営への貢献等に 

ついて評価を行う。 

 

 

49. 研究活動、教育活動、地域連 

携活動等についてそれぞれ業績 

を昨年から教員業績データベー 

スの試行を行った。 

 

 

ｂ ｂ 

教員の研究活動、教育活動、地域 

連携活動等について評価を行うた 

め、教員業績データベースの試行を 

行っている。今後は、これらの結果を 

反映した人事評価制度の確立を期待 

する。 

 

3
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

② 計画的な職員の採用と配置 

 大学事務における専門性を強化す 

るため、職員人事を策定し、業務内 

容に応じた適材適所配置と人材確保 

を行う。 

 

 

50. 大学事務における専門性を強化 

するため、公立大学協会における 

業務別の大学事務研修会に、職員 

を計画的に派遣する。 

 

 

 

50. 公立大学協会における政策研 

修会、大学事務担当者研修会、 

図書館研修会に参加。その他各 

部署にて担当業務に関する研修 

会等（公立大学協会以外も含む） 

に計画的に参加を行い専門性の 

強化を図った。 

ａ ａ 

公立大学協会における政策研修 

会、大学事務担当者研修会、図書館研 

修会、担当業務に関する研修会等に 

計画的に職員を派遣し、大学事務に 

おける専門性の強化を図っている。 

 

 

③ 事務職員の職能開発 

 管理運営及び教育研究支援等の向 

上に向けた組織的な職員研修（ＳＤ 

活動）を計画的に実施する。 

 

 

 

 

51. 管理運営及び教育研究支援等の 

向上に向けた組織的な職員研修 

（ＳＤ研修会）を年２回以上実施 

する。 

 

 

 

 

51. 本年度は次の事務職員向けの 

学内での研修会を実施した。ビ 

ジネスマナー研修、クレーム対 

応研修、ハラスメント防止研修、 

退学者防止対策研修、Society  

5.0 時代に求められる人材と教 

育改革の方向性－公立大学の存 

在意義を考える－ 

ａ ａ 

事務職員に向けて、ビジネスマナ 

ー研修、クレーム対応研修、ハラス 

メント防止研修、退学者防止対策研 

修等を実施している。 

 

 

 

 

 (３) 地域に開かれた大学づくりの推進 

① 大学に関する情報の積極的な提 

供多様な広報の手段や機会を効果的 

に活用し、社会への説明責任を果た 

すと共に、大学ブランド力を高める 

ための情報提供、広報活動を推進す 

る。 

 

 

 

 

 

52. オープンキャンパス、進学相談 

会、高校訪問、メディア等による広 

報活動を推進し、前年度を上回る 

志願者を獲得する。 

 

 

 

 

 

 

 

52. 高校教員対象入試説明会、進 

学相談会、高校訪問の回数を増 

加し、オープンキャンパスによ 

る広報活動を積極的に推進した 

結果、オープンキャンパス参加 

者は 2,125 人(昨年度 1,844 人よ 

り 281 人増加)、入学定員 320 人 

に対し志願者数は 3,186 人（昨 

年度 2,648 人より 538 人増加） 

となり、前年度を上回る志願者 

を獲得した。 

ａ ａ 

高校教員対象入試説明会、進学相 

談会、高校訪問の回数を増加し、オ 

ープンキャンパスによる広報活動を 

積極的に推進している。オープンキ 

ャンパスには昨年度の 1,844 人を 

281 人上回る 2,125 人が参加し、入 

学定員 320 人に対する志願者数は昨 

年度の 2,648人を 538人上回る 3,186 

人を獲得している。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

② 外部有識者が大学運営に参画する 

仕組みの充実 

理事、経営審議会、教育研究審議会 

の委員等に外部有識者を委嘱し、大 

学運営に参画する体制を構築する。 

 

 

 

 

53. 理事、経営審議会委員、教育研 

究審議会委員に外部有識者を委嘱 

し、外部有識者が大学運営に参画 

する仕組みを充実する。 

 

 

 

 

 

53. 理事、経営審議会委員、教育 

研究審議会委員に、小野田商工 

会議所会頭、山陽商工会議所会 

頭、学校法人東京理科大学常務 

理事、市内・県内企業経営層、 

医療関係者をはじめ、外部有識 

者を複数名委嘱し、専門的知見 

を活用し、外部有識者が大学運 

営に参画する仕組みを構築した。 

ａ ａ 

理事・経営審議会委員・教育研究 

審議会委員に、小野田商工会議所会 

頭・山陽商工会議所会頭・学校法人 

東京理科大学常務理事・市内県内企 

業経営層・医療関係者等の外部有識 

者を複数名委嘱し、専門的知見を活 

用して、外部有識者が大学運営に参 

画する仕組みを構築している。 

 

③ 初等中等教育への支援 

 小・中学校における理科教育事業 

や教員の指導力向上のための研修会 

等に講師を派遣する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54. 山陽小野田市内の小中学校に出 

向き、児童・生徒の興味が沸くよ 

うな科学実験を行う「ほんものの 

科学体験講座」を年 20 回以上開 

催し、理科教育の支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

54. 山陽小野田市教育委員会と連 

携し、小・中学校の児童生徒を 

対象にした理科教育事業「ほん 

ものの科学体験講座」を年 33 回 

開催した。 

  また、山陽小野田市内の小学 

校において、特定非営利活動法 

人医薬品適正使用推進機構、宇 

部・山陽小野田・美祢地域ジェ 

ネリック医薬品安心使用促進連 

絡会議と連携し、「小学生が学ぶ 

ジェネリック医薬品教室」を開 

催した。 

ａ ａ 

山陽小野田市教育委員会と連携 

し、小・中学校の児童生徒を対象に 

した理科教育事業「ほんものの科学 

体験講座」を、計画の年 20 回以上 

を上回る年 33 回開催している。ま 

た、山陽小野田市内の小学校におい 

て、「小学生が学ぶジェネリック医 

薬品教室」を開催している。 

 

 

 

 

 

55. 山陽小野田市教育委員会と連携 

し、教職課程履修学生が市内の 

小・中学校へ理科授業の準備、実 

験、個別指導を補助するスクール 

ボランティアを年２校以上派遣す 

る。 

55. スクールボランティアとして 

市内の４小学校に参加した。ま 

た、休日実施の学校行事へも協 

力参加した。 

 

 

ａ ａ 

 スクールボランティアとして、計 

画の年２校を上回る４校に派遣し、 

休日実施の学校行事へも参加協力し 

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

3
7

 



 

中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 (４) 評価制度等の活用による業務運営の改善に向けた継続的な取組の推進 

① 自己点検評価及び外部監査を活 

用し、業務運営の改善に向けた継 

続的な仕組みを構築する。 

 

56. 内部監査を年１回以上実施し、 

大学運営の改善・向上につなげる 

よう適切に機能させる。 

 

56. 内部監査規程及び内部監査計 

画書に基づく内部監査を年１回 

実施し、大学運営の改善に向け 

た取り組みを行った。 

ａ ａ 

内部監査規程及び内部監査計画書 

に基づく内部監査を年１回実施し、 

大学運営の改善・向上に向けた取り 

組みを行っている。 

② 監査法人等が行う外部監査の仕 

組みを構築する。 

 

 

 

57. 監事監査を年１回以上実施し、 

業務運営の改善に向けた継続的な 

取り組みを推進する。 

 

 

57. 監事監査を年２回実施すると 

ともに理事会、経営審議会、教 

育研究審議会に監事の出席を依 

頼し意見を聴取、業務改善に向 

けた継続的な取組みを推進した。 

ａ ａ 

監事監査を年２回実施し、理事会・ 

経営審議会・教育研究審議会に監事 

の出席を依頼して意見を聴取する 

等、業務改善に向けた取組みを推進 

している。 

(５) 他の教育機関等との連携 

① 東京理科大学と姉妹校協定を締 

 結し、教育研究、産学連携、人材育 

成及び職員の人事交流等を継続す 

る。 

 

 

 

 

58. 東京理科大学との姉妹校提携に 

基づき、東京理科大学への特別編 

入学制度、大学院特別推薦入学制 

度等を継続する。また、公立諏訪 

東京理科大学との連携を推進する。 

 

 

 

58. 東京理科大学との姉妹校協定 

に基づき、東京理科大学への特 

別編入学制度、大学院特別推薦 

入学制度を実施した。 

また、本学を会場に、東京理 

科大学との職員合同研修会を開 

催し、薬学教育の質保証につい 

て理解を深めた。 

ａ ａ 

東京理科大学との姉妹校協定に基 

づき、東京理科大学への特別編入学 

制度、大学院特別推薦入学制度を実 

施している。 

また、東京理科大学との職員合同 

研修会を開催し、薬学部の質保証理 

解を深めている。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

② 公立大学協会加盟校や中四国支 

部大学と連携する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59. 山口県内公立大学理事長・学長 

連絡協議会を継続し、県内公立大 

学との連携と情報交換を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59. 公立大学協会中国・四国地区 

協議会、中国地区公立大学事務 

局長会議等に学長、事務局次長 

等が出席し、山口県内公立大学 

をはじめ、中国・四国地区の公 

立大学との情報交換を行った。 

  また、学校大学から公立大学 

法人に移行した大学により構成 

する公立大学法人等運営事務研 

究会、公立大学薬学部を設置す 

る大学により構成される公立大 

学協会薬学部会に加盟し、参加 

した。 

ａ ａ 

公立大学協会中国四国地区協議 

会・中国地区公立大学事務局長会議 

等に学長・事務局次長等が出席し、 

情報交換を行っている。 

 また、公立大学法人運営事務研究 

会・公立大学協会薬学部会に加盟し、 

研究会等に参加している。 

 

 

 

 

 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

 (１) 教育組織の見直し 

 自己点検評価や外部評価等を踏ま 

え、学部及び研究科等の教育研究組 

織を見直し、適切な教員配置を行う。 

 

 

 

 

 

 

60. 工学部の教育研究分野及び教育 

組織、学科ごとの縦割り構造の抜 

本的見直し、数理・データサイエン 

ス教育の強化、適切な教員配置な 

ど、工学教育の高付加価値化を図 

る。 

 

 

 

60. 理事長及び学長からの諮問に 

基づき、工学部将来構想委員会 

から「工学教育の改革について」 

の答申が提出され、本答申に基 

づく改革を進めることとし、数 

理・データサイエンス教育の強 

化として、2020 年度から「社会 

統計学」を新規に開講すること 

とした。 

ａ ａ 

理事長及び学長からの諮問に基づ 

き、工学部将来構想委員会から「工 

学教育の改革について」の答申が提 

出されている。この答申に基づく改 

革を進めるため、数理・データサイエ 

ンス教育の強化として、2020 年度 

から「社会統計学」の新規開講を予定 

している。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 (２) 薬学部の設置 

 平成 30 年４月に現在の校地内に

薬学部を開設する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61. 薬学部の完成年度に向けて、設 

置認可申請書にて計画したとおり 

に履行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61. 配当年次１、２年次の授業科 

目を予定どおり開講した。また、 

８号館の生命科学研究施設、学 

内の薬用植物園を設置した。ま 

た、薬学共用試験実施体制とし 

て、コンピュータによる客観的 

評価の準備を行うＣＢＴ（Com- 

puter Based Testing）委員会、 

客観的臨床能力試験の準備を行 

うＯＳＣＥＥ（Objective St- 

ructured Clinical Examinati- 

on）委員会、模擬患者を養成す 

るＳＰ（Simulated Patient）委 

員会を設置し、計画どおり準備 

を進めた。 

遺伝子組み換え安全委員会、 

動物実験委員会、ヒトゲノム遺 

伝子解析研究倫理委員会を組織 

し、開催した。 

ａ ａ 

配当年次１・２年次の授業科目の 

開講、８号館の生命科学研究施設と 

学内の薬用植物園の設置、薬学共用 

試験実施体制としてのコンピュータ 

客観的評価準備のＣＢＴ委員会、客 

観的臨床能力試験の準備を行うＯＳ 

ＣＥＥ委員会、模擬患者養成のＳＰ 

委員会の設置を行って、準備を進め 

ている。 

 また、遺伝子組み換え安全委員会、 

動物実験委員会、ヒトゲノム遺伝子 

解析研究倫理委員会を組織し、委員 

会を開催している。 

 

 

 

 

 

 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

(１) 教職員にインセンティブが働く仕組みの確立 

 外部研究費の獲得件数の増等、教 

育研究活動の活性化や教職員の資質 

の向上に資する仕組みを構築する。 

 

62. 科学研究費補助金の申請説明会 

を開催し、全専任教員の 75％以上 

の申請と採択率の向上を目指す。 

 

62. 競争的研究資金である科学研 

究費補助金に対し、84.9％（73 

人中 62 人）の教員が申請を行っ 

た。 

ｂ b 

競争的研究資金である科学研究費 

補助金に対し、目標の 75％を上回る 

84.9％（73 人中 62 人）の教員が申 

請を行っている。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 (２) 全学的な視点に立った公正・公平で客観的な制度の構築 

① 教育職員の人事制度、採用方針及 

び計画等をとりまとめる教員人事 

委員会を設置し、全学的な視点に 

立った制度を構築する。 

 

 

 

 

 

63. 教育職員の長時間労働の防止と 

健康管理の観点から、ＷＥＢシス 

テムを利用した健康管理時間の把 

握を行う。 

 

 

 

 

 

63. ＩＣカード内蔵の職員証を読 

み取り装置にかざすことで、教 

育職員の出退勤と健康管理時間 

の把握を行うとともに、学生に 

対しては、教員の在室状況がモ 

ニター表示される在席管理シス 

テムを導入し、６号館１階及び 

７号館のエレベーターホールに 

モニターを先行設置した。 

ｂ ｂ 

ＩＣカード内蔵職員証の読み取り 

装置で、教育職員の出退勤と健康管 

理の時間把握を行っている。 

 また、６号館と７号館にモニター 

を先行設置し、教員の在席管理シス 

テムを導入している。今後は、これ 

らを教員の長時間労働防止と健康管 

理に有効に活用することを期待す 

る。 

 

② 事務職員の適正な定数管理のもと、 

全学的な視点・方針に則り、限ら 

れた人材を効果的に配置する。 

 

 

 

 

 

 

64. 事務職員の自己申告制度を活用 

し、全学的な視点・方針に則り、限 

られた人材を効果的に配置する。 

また、事務職員の勤務間インター 

バル制度を導入する。 

 

 

 

 

 

 

64. 本年度から事務局体制に変更 

し、環境安全管理室を新設する 

など限られた人員の中で必要な 

業務に対応を行った。また、時 

間外労働の事前承認を徹底し、 

管理職による業務進捗状況を共 

有することで、事務局全体の時 

間外労働時間が昨年度に対し約 

23％減少した。 

 

 

ｂ ｂ 

事務組織を事務局体制に変更し、 

環境安全管理室の新設等を行って、 

限られた人員で業務対応を行ってい 

る。また、時間外労働の事前承認の 

徹底化、管理職による業務進捗状況 

の共有化を行っている。今年度の事 

務局全体の時間外労働時間は、昨年 

度に対して約 23％減少している。今 

後も、更なる業務改善を行って、よ 

り一層の時間外労働時間の減少を期 

待する。 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標を達成するための措置 

(1) 外部委託の活用、情報化の推進 

等、業務の効率化を行う。 

 

 

 

 

65. 学生アパート紹介業務、学生宿 

舎の管理、客員宿舎の管理、生命科 

学研究施設の管理運営、清掃業務、 

警備業務等について外部委託を活 

用し、業務の効率化を行う。 

 

65. 学生アパート紹介業務、学生 

宿舎の管理、客員宿舎の管理、 

生命科学研究施設の管理運営、 

清掃業務、警備業務、入学試験 

場補助業務において外部委託を 

活用し、業務の効率化を行った。 

ａ ａ 

学生アパート紹介業務、学生宿舎 

・客員宿舎・生命科学研究施設の管 

理運営、清掃・警備・入学試験場補 

助業務において外部委託を活用し、 

業務と管理の効率化を行っている 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

(2) 学内の各種データや業務手順書 

等をデータベースとして一元化す 

る。 

 

66. 業務の手順を明確にした「業務 

記述書」を取りまとめ、業務の効 

率化及び合理化を図る。 

 

66. 会計監査法人の指導のもと、 

業務の手順を明確にした「業務 

記述書」を取りまとめ、業務の 

効率化及び合理化を図った。 

ａ ａ 

会計監査法人の指導のもとに、業 

務手順記載の「業務記述書」を取りま 

とめ、業務の効率化及び合理化を図 

っている。 

Ⅳ. 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

１ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

 (１) 授業料学生納付金 

 大学院の入学定員増を行い、学生 

納付金の安定的確保を図る。 

 

 

67. 大学院薬学研究科薬学専攻の設 

置に向けた準備委員会を組織し設 

置構想を作成する。 

 

67. 大学院薬学研究科薬学専攻の 

設置に向け、薬学研究科設置構 

想検討委員会を開催し、基本構 

想の作成を行った。 

ａ ａ 

大学院薬学研究科薬学専攻の設置 

に向け、薬学研究科設置構想検討委 

員会を開催し、基本構想の作成を行 

っている。 

 (２) 外部資金等の積極域導入 

 研究助成金や競争的研究資金の採 

択率を高めるための措置を講じる。 

 

 

68. 外部資金及び競争的資金獲得に 

向けた研修会を年１回以上開催す 

る。 

 

68. 本年度は、科学研究費助成事 

業の獲得に関する研修会の開催 

は見送り、公募の留意点につい 

て書面にて周知した。 

ｃ ｃ 

外部資金及び競争的資金獲得に向 

けた研修会の開催が行われていな 

い。今後は書面ではなく、研修会の実 

施が望まれる。 

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

 中・長期財政計画に基づき、適正 

な予算編成と厳格な予算執行を行う。 

 

 

 

 

69. 研究代表者として外部資金及び 

科学研究費補助金等を獲得した教 

員に対し、教員研究費としてイン 

センティブ特別配分を実施する。 

 

 

69. 研究代表者として外部資金及 

び科学研究費補助金を獲得した 

教員に対し、本法人に納付され 

る間接経費の一部を教員研究費 

として研究代表者に還元する特 

別配分を実施した。 

ａ ａ 

外部資金及び科学研究費補助金を 

獲得した研究代表者教員に対し、大 

学法人に納付される間接経費の一部 

を教員研究費として還元する奨励特 

別配分を実施している。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

３ 資産の管理及び運用に関する目標を達成するための措置 

 

① 教室の稼働率、体育施設の利用 

状況、図書館の利用者等等、施設 

設備の利用状況を調査し、その結 

果に基づき、施設設備の運用改善、 

有効活用を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

70. 総合教育センター棟を教室と研 

究室を有する４号館に改修し、施 

設の有効活用を図る。 

 

 

 

70. 総合教育センター棟を４号館 

に改修し、教室と研究室を有す 

る施設として運用を行い、模擬 

授業や学生公認団体である教育 

研究サークルの活動場所として 

も有効活用した。 

ａ ａ 

総合教育センター棟を４号館に改 

修し、教室と研究室を有する施設と 

して運用している。また、模擬授業や 

学生公認団体である教育研究サーク 

ルの活動場所としても有効活用して 

いる。 

71. 新学生寮の必要性及び設置の可 

能性について調査検討を行う。 

 

 

 

71. 新学生寮の必要性を検討する 

ために、在学生と保証人に対し 

てアンケート調査を行い、調査 

結果に基づいた整備の基本方針 

を作成した。 

ａ ａ 

 在学生と保証人に対して新学生寮 

のアンケート調査を行い、調査結果 

に基づいた新学生寮設置の基本方針 

を作成している。今後、新学生寮の整 

備が図られることを期待する。 

② 施設設備の資産価値を保全し、大 

規模修繕等の経済的損失を最小限 

に抑えるため、適切かつ計画的な 

保守・管理を行う。 

 

72. 工学部の施設設備について計画 

的に整備を行うために長期的なグ 

ランドデザインを作成し、実行に 

移す。 

 

72. 大学全体の施設設備の資産価 

値を保全し、適切かつ計画的に 

保守・管理を行うために、長期 

的なキャンパスマスタープラン 

を作成した。 

ａ ａ 

大学全体の施設設備の資産価値を 

保全するために、適切かつ計画的な 

保守・管理を行う長期的キャンパ 

スマスタープランを作成している。 

 

Ⅴ. 自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する 

１ 自己点検、評価を実施する体制の整備 

 加盟する認証評価機関の評価基準 

と評価項目に沿って、自己点検・評 

価を実施する。併せて、中期計画の 

目標達成状況を自己評価する。 

 

 

 

 

 

73. 機関別認証評価機構から受けた 

機関別認証評価における「適合」の 

評価を維持するため、評価項目に 

沿った自己点検・評価に取り組む。 

同様に昨年度、日本技術者教育認 

定機構（JABEE）から認定された６ 

年間の専門分野別認証評価を維持 

するため工学教育の自己点検・評 

価に取り組む。 

73. 工学部３学科と共通教育セン 

ターは、５月と 11 月の工学部運 

営会議でそれぞれ、前年度後期 

と当該年度前期の成績資料点検 

の実施状況について報告し、未 

提出の教員に対しては直ちに指 

導を行い、全科目の適正かつ透 

明な管理に取り組んだ。 

 

ａ ａ 

 工学部３学科と共通教育センター 

は工学部運営会議を開催し、成績資 

料点検の実施状況を報告している。 

成績資料の点検の未実施・未提出の 

教員に対しては実施・提出指導を行 

い、全科目の自己点検・評価管理に 

取り組んでいる。 

 

 

 

4
3

 



 

中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

２ 自己点検、評価の内容、方法の充実 

 

 具体的に設定された指標や達成水 

準に基づいた自己点検・評価を実施 

し、その評価結果を適切に大学運営 

の改善に反映させる。 

74. 機関別認証評価機構の指標に準 

じた自己点検・評価システムの仕 

組み自体の機能が適切であるかに 

ついて点検を行う。また、薬学部 

における薬学教育評価機構にて設 

定された指標に基づき自己点検・ 

評価の試行に取り組む。 

74. 次年度の自己点検・評価の実 

施に向け、薬学教育第３者評価 

準備委員会を開催し準備を行っ 

た。また、全教員を対象に評価 

委員（熊本大学薬学部教授）に 

よる研修会を開催した。 

 

ｂ ｂ 

次年度の自己点検・評価の実施に 

向け、薬学教育第３者評価準備委員 

会や評価委員による全教員対象の研 

修会を開催している。今後、自己点 

検・評価の実施を期待する。 

 

 

３ 評価結果の公表 

 自己点検、評価の結果については 

要約した資料を公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75. 年度計画に対する自己点検評価 

の結果、公立大学法人評価委員会 

による第三者評価の結果を大学ホ 

ームページに掲載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75. 中期計画及び年度計画に対す 

る自己点検及び評価の結果につ 

いて要約した資料を作成し大学 

ホームページに掲載した。また、 

山陽小野田市公立大学法人評価 

委員会による外部評価結果につ 

いても大学ホームページに掲載 

した。このほか、地域社会との 

連携、地域貢献に関する中期計 

画に対する本学の取り組みを要 

約した「地域連携・社会貢献レ 

ポート」を作成し、大学ホーム 

ページに掲載した。 

ａ ａ 

中期計画及び年度計画に対する自 

己点検及び評価の結果を要約した資 

料、山陽小野田市公立大学法人評価 

委員会による外部評価結果、及び地 

域社会連携・地域貢献に関する「地 

域連携・社会貢献レポート」を大学 

ホームページに掲載している。 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ. その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

１ 施設設備の整備、活用等に関する目標を達成するための措置 

 良好な教育研究活動環境を維持す 

るため、既存施設の修繕計画や新た 

な施設設備及び実験機器の整備計画 

を策定する。 

76. 施設整備計画に基づき、新グラ 

ウンド、新テニスコートの整備を 

行う。 

 

76. 施設整備計画の変更により、 

新グラウンド、新テニスコート 

の整備は、完成時期が延期とな 

った。 

ｃ ｃ 

施設整備計画の変更により、新グ 

ラウンド・新テニスコートの整備が 

実施されず、完成時期が延期となっ 

ている。今後、新グラウンド・新テ 

ニスコートの整備が望まれる。 

 

4
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

２ 安全衛生管理に関する目標を達成するための措置 

  

学校保健法及び労働安全衛生法に 

基づく安全衛生管理体制を確保し、 

学生や教職員の健康保全及び安全衛 

生に努める。 

77. 研究室及び実験室の作業環境測 

定を年２回実施し、化学物質の適 

正な保管管理、作業・移動のための 

スペースの確保、健康に配慮した 

換気など、学生や研究従事者の健 

康保全及び安全衛生に努める。 

 

 

 

 

77. 作業環境測定士を研究室及び 

実験室の作業環境測定を年２回 

実施した。局所排気装置の点検 

を年１回実施するとともに、学 

生及び教職員を対象に、化学物 

質の適正な保管管理と局所排気 

装置の安全講習会を開催した。こ 

の他、職員の健康管理のため、 

ストレスチェックを計画的に実 

施した。 

ａ ａ 

作業環境測定士による年２回の研

究室及び実験室の作業環境測定、年

１回の局所排気装置の点検を実施し

ている。また、学生と教職員を対象

に、化学物質の保管管理と局所排気

装置の安全管理の講習会を開催して

いる。更に、ストレスチェックの計

画的な実施により、職員の健康管理

に努めている。 

 

78. 薬品管理システムを適切に運用 

し、特定化学物質の環境への排出 

量の把握等及び管理の改善の促進 

に関する法律（PRTR 法）の順守に 

努める。 

 

 

 

78. 薬品管理システム（ＣＲＩＳ） 

の利用者説明会を開催し、薬品 

の一元管理の強化と特定化学物 

質の環境への排出量の把握を行 

った。また化学物質及び産業廃 

棄物の管理を適切に行うために 

「環境安全のしおり」を改訂し 

た。 

ａ ａ 

薬品管理システムの利用者説明会 

を開催し、薬品の一元管理の強化と 

特定化学物質の環境への排出量の把 

握を行っている。 

また、化学物質及び産業廃棄物の 

管理を適切に行うため、「環境安全 

のしおり」を改訂している。 
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中期計画 
令和元年度の年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度～令和３年度) 年度計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

３ 法令遵守及び危機管理に関する目標を達成するための措置 

  

研究費を適正に使用し法令の遵守 

に努める。また、危機管理体制を整 

備するとともに、学生、教職員に対 

し防災訓練等を定期的に行う。 

79. 学生及び教職員を対象に防災訓 

練及び自動体外式除細動器（AED） 

救急講習会を年１回以上開催す 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

79. 学生及び教職員を対象に防災 

講習会、防災訓練、煙避難訓練、 

消 火訓 練、 自動 体外 除細 動器 

（ＡＥＤ）救急講習会を 10 月３ 

日に実施した。 

本学自衛消防隊による防火扉 

の閉鎖軌道上、消火栓及び消化 

器前へのマーキングを行った。 

また、外部講師によるエレベー 

タ閉じ込め救出訓練を開催した。 

薬学部 1 年生を対象とした早 

期体験学習において宇部・山陽 

小野田消防局の講師より一次救 

命処置（心肺蘇生、ＡＥＤ使用 

方法、異物除去及び止血法）の 

講習を受け、全員の学生が救命 

講習修了証を授与された。 

ａ ａ 

学生及び教職員を対象に防災講習 

会、防災・煙避難・消火訓練、自動 

体外除細動器（ＡＥＤ）救急講習会 

を実施している。 

また、本学自衛消防隊による防火 

扉閉鎖軌道上、消火栓、消火器前へ 

のマーキングの実施と、外部講師に 

よるエレベータ閉じ込め救出訓練の 

開催を行っている。 

更に、薬学部 1 年生が宇部・山陽 

小野田消防局の講師から一次救命処 

置の講習を受けている。 

 

 

 

 

 

80. 災害対応能力の向上を目指して 

学生消防団員として活躍する学生 

が今後も増加するように、宇部・山 

陽小野田消防局と連携して周知を 

図る。 

 

 

 

 

80. 学生消防団は消防局と連携し、 

積極的に課外活動ガイダンスや 

竜王祭で自らの活動を周知した 

結果、今年度新たに 14 名の学生 

消防団員が任命された。学内で 

開催されたＡＥＤ講習では、研 

修を受けた学生消防団員が参加 

し、人命救助活動の普及に努め 

た。 

ａ ａ 

学生消防団と宇部・山陽小野田消 

防局が連携し、課外活動ガイダンス 

や竜王祭を通して相互周知を図り、 

新たに 14 名の学生消防団員が任命 

されている。 

また、学内のＡＥＤ講習会では、 

学生消防団員が参加して、人命救助 

活動の普及に努めている。 
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公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学業務実績の評価に対する基本的な考え方 

 

１ 評価の目的 

 (1) 評価により、大学の継続的な質的向上を促進すること 

 (2) 評価を通じて、社会への説明責任を果たすこと 

 

２ 基本方針 

 (1) 評価は、教育研究の特性、自主性、自律性に配慮しつつ、法人の継続的な質的 

向上に資するものとする。 

(2) 評価は、中期目標・中期計画の達成状況を踏まえ、法人の業務実績全体につい 

て総合的に行う。 

(3) 評価は、一連の過程を通じて、法人の状況を分かりやすく示し、社会への説明 

責任を果たすものとする。 

(4) 評価は、法人が自主的に行う組織・業務全般の見直しや次期の中期目標・中期 

計画の検討に資するものとする。 

(5) 評価にかかる業務が法人の過度の負担とならないように留意する。 

(6) 評価の仕組みについては、必要に応じて工夫・改善を行う。 

 

３ 評価事項 

 

 ア イ及びウに掲げる事業年度以外の各事業年度における業務の実績 

イ 中期目標の期間の最後の事業年度の前々事業年度における業務の実績及び中期 

目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業務の実績 

ウ 中期目標の期間の最後の事業年度における業務の実績及び中期目標の期間にお 

ける業務の実績 

 

４ 評価方法 

 ○評価は、法人の自己点検・評価に基づいて行うことを基本とする。なお、法第 79 

条の規定に基づき、中期目標期間における評価は、認証評価機関（公益財団法人 

日本高等教育評価機構）の評価を踏まえることとする。 

 ○評価は、「項目別評価」と「全体評価」により行う。 

  ・項目別評価 

    中期目標・中期計画に定められた各項目の進捗状況または達成状況を確認し、 

評価を行う。 

  ・全体評価 

    項目別評価の結果を踏まえ、法人の中期目標・中期計画の進捗状況または達 

成状況の全体について総合的に評価を行う。 

 ○評価の透明性・正確性を確保するために、評価結果を決定する前にその結果を法 

人に示して、意見の申立ての機会を設ける。 

 ○評価の具体的な方法については、別途定める。 

参考資料１ 
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公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学各事業年度の業務実績評価実施要領(案) 

 

１ 趣旨 

  この要領は、地方独立行政法人法第 78 条の２の規定及び当該規定に基づき定めら 

れた市規則（山陽小野田市公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規 

則）に基づき、山陽小野田市公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」とい 

う。）が行う公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学（以下「法人」という。） 

の各事業年度の業務実績に関する評価（以下「年度評価」という。）を適切に行うた 

め、評価の実施に関して必要な事項を定めるものである。 

 

２ 評価の目的 

  年度評価は、法人の業務運営の自主的かつ継続的な見直し・改善を促し、法人の 

業務の質的向上、業務運営の効率化、透明性の確保に資することを目的として行う。 

 

３ 評価の基本方針 

  年度評価は、法人の中期目標の達成に向けた中期計画の進捗状況を確認する観点 

から行い、評価に当たっては、法人の自己点検をもとにし、総合的かつ効率的に行 

うこととする。 

 なお、評価の際は、法人の教育研究の特性や業務運営の自主性・自律性に配慮す 

るとともに、評価を通じて、法人の中期目標の達成に向けた取組状況を市民に分か 

りやすく示すよう努めるものとする。 

 

４ 年度評価の実施時期 

  年度評価は、当該事業年度終了後、概ね５ヶ月以内に実施するものとする。 

 

５ 年度評価の実施方法 

 (1) 評価手法 

   年度評価は、その目的を効率的かつ効果的に達成するため、法人がその業務実 

績に基づいて行う自己評価結果を踏まえ、項目別に評価のうえ、中期計画の進捗 

状況について総合的な評価（全体評価）を行う。 

(2) 評価項目 

  評価項目については、別表１のとおりとする。 

(3) 評価基準 

  評価に当たっては、別表２の取扱いを基本に、取組状況や計画の難易度、外的 

要因等、それぞれの状況を総合的に勘案して評価するものとする。 

(4) 評価の手順 

 ① 項目別評価 

  ア 法人による実績報告・自己評価 

     法人は、年度計画記載事項ごと（事業単位）及び評価指標ごと（指標単位） 

の業務実績（年度計画における各事業の実施状況及び事業の成果に関する指 

参考資料２ 
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標）を取りまとめ、(3)に定める評価基準に沿って自己評価を行ったうえ、業 

務実績報告書を作成し、評価の実施時期の属する年度の６月末日までに評価 

委員会に提出する。 

  イ 評価委員会による検証・評価 

   (ア) 法人の自己評価結果の検証・評価 

       評価委員会は、法人から提出された業務実績報告書について、法人関 

係者からのヒアリング等によって検証のうえ、事業単位及び指標単位で 

(3)に定める評価基準に沿って評価する。 

 なお、評価委員会は、検証・評価を行ううえで必要がある場合、法人 

に対して資料の追加提出を求めることができるものとする。 

   (イ) 大項目別評価 

       評価委員会は、事業単位及び指標単位評価の結果を踏まえ、別表１に 

定める大項目ごとに、(3)に定める評価基準に沿って、中期計画の進捗状 

況を総合的に勘案して評価する。 

 ② 全体評価 

    評価委員会は、項目別評価の結果を踏まえ、中期目標の達成に向けた中期計 

画全体の進捗状況を総合的に勘案して評価する。 

(5) 評価書の作成 

 ① 評価書原案の作成及び法人からの意見の聴取 

    評価委員会は、評価の透明性・正確性を確保するため、(4)に定める手順によ 

って評価した結果をとりまとめ、評価書原案を作成し、法人に提示する。 

 法人は、評価書原案に対する意見を書面により評価委員会に申し出るものと 

する。 

 ② 評価書の確定 

    評価委員会は、評価書原案に対する法人からの意見を踏まえ、必要に応じて 

法人関係者の説明を受けた後、当該意見の適否を審議し、当該案に修正を加え 

る等により評価書を確定する。 

 

６ 評価結果の取扱い 

 (1) 評価結果の通知及び公表 

   評価委員会は、評価書を作成したときは、遅滞なく当該評価書を法人及び山陽 

小野田市長に送付するとともに、山陽小野田市ホームページ等で公表する。 

(2) 評価結果の活用・反映 

  法人は、評価結果を自らの業務運営等の見直しまたは改善に活用・反映させて 

いくものとする。 

 なお、評価委員会は、評価に際して、過去の評価結果が法人の業務運営に活用・ 

反映されているか確認するものとする。 

(3) 個人情報の取扱い 

  評価の実施に当たっては、山陽小野田市情報公開条例、山陽小野田市個人情報 

保護条例等法令の規定を踏まえ、個人に関する情報その他の情報の取扱いに留意 
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する。 

 

７ 評価方法の継続的な見直し 

  この要領については、年度評価の実施状況等を踏まえ、必要に応じて見直すもの 

とする。 

 

８ その他 

  この要領に定めるもののほか、評価の実施に必要な事項は、評価委員会が別に定 

める。 

 

   附 則 

１）この実施要領は、平成 29 年３月 22 日から施行する。 

２）令和２年 10 月 24 日に実施要領の別表２の“評価の目安”の一部を追加し、 

参考１と参考２を追加して改訂し、施行する。 
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別表１ 年度評価における評価項目 

 

評価区分 評価の対象、内容等 

項目別 

評価あ 

事業単位 

評価ふふ 

年度計画のⅠからⅥの最小項目として記載されている各事項の達成状況 

※ ⅦからⅪに係る実績については、全体評価の際に参考情報としている。 

指標単位 

評価ふふ 
年度計画の各数値目標の達成状況 

大項目別 

評価ふふ 

事業単位評価及び指標単位評価を踏まえた、中期計画における６つの大項

目（１５区分）ごとの進捗状況 

 

Ⅰ．教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

２ 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

３ 研究に関する目標を達成するための措置 

Ⅱ．地域社会との連携、地域貢献に関する目標を達成するための措置 

Ⅲ．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標を達成するための措置 

Ⅳ．財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 

１ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

３ 資産の管理及び運用に関する目標を達成するための措置 

Ⅴ．自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成 

Ⅴ．するための措置 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

 

１ 施設設備の整備、活用等に関する目標を達成するための措置 

２ 安全衛生管理に関する目標を達成するための措置 

３ 法令遵守及び危機管理に関する目標を達成するための措置 

全体評価 項目別評価を踏まえた中期計画全体の進捗状況 
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別表２ 年度評価における評価基準 

 

評価区分 評定 評語 評価の目安 

項 

目 

別 

評 

価 

事業単位 

評価ああ 

ａ 年度計画を上回る 上回るもしくは十分な実施 

ｂ 年度計画を概ね実施 実施 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 下回るもしくは実施が不十分 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 特に劣るもしくは実施せず 

指標単位 

評価ああ 

ａ 年度計画を上回る 達成率 100％以上 

ｂ 年度計画を概ね実施 達成率 80％以上 100％未満 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 達成率 60％以上 80％未満 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 達成率 60％未満 

大項目別 

評価ああ 

Ａ 中期計画の進捗は順調 
大項目別（６区分）に、中期計

画の進捗状況について、事業単

位評価及び指標単位評価を総

合的に勘案し、同時に参考１ 

Ⅰ.の式(1)からの評価値を考

慮する 

Ｂ 中期計画の進捗は概ね順調 

Ｃ 
中期計画の進捗はやや遅れて

いる 

Ｄ 中期計画の進捗は遅れている 

全体評価 

中期計画の進捗は順調 
中期計画全体の進捗状況につ

いて、項目別評価を総合的に勘

案し、同時に参考１ Ⅱ.の式

(2)からの評価値を考慮する 

中期計画の進捗は概ね順調 

中期計画の進捗はやや遅れている 

中期計画の進捗は遅れている 

 

附記 

１）令和２年 10 月 24 日 別表２の“評価の目安”の一部を追加改訂 
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参考１ 評価基準の評価値の式 
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Ⅰ.大項目別評価の評価基準 

  年度評価の評定において、ほとんどがａ、ｂで、ｃ、ｄが１、２個程度の場合 
 

評価値 

Ｘａ＝ 
Ｎａ－Ｎｃ－２×Ｎｄ 

×100(％)……(1) 
Ｎａ＋Ｎｂ＋Ｎｃ＋Ｎｄ 

  

   但し、Ｎａ、Ｎｂ、Ｎｃ、Ｎｄは評定ａ、ｂ、ｃ、ｄの個数 
 

評価値Ｘａ 評定 評語 

Ｘａ＞75％ Ａ 中期計画の進捗は順調 

Ｘａ≦75％ Ｂ 中期計画の進捗は概ね順調 
 

附記 

１）令和元年７月 30 日 評価委員会提示 

 

  
Ⅱ.全体評価の評価基準 

  大項目別評価の評定において、ほとんどがＡ、Ｂで、Ｃ、Ｄが０か１個の場合 
 

評価値 

ＸＡ＝ 
ＮＡ＋0.5×ＮＢ＋0.2×ＮＣ 

×100(％)……(2) 
ＮＡ＋ＮＢ＋ＮＣ＋ＮＤ 

  

   但し、ＮＡ、ＮＢ、ＮＣ、ＮＤは評定Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの個数 
 

評価値ＸＡ 評語 

80％＞ＸＡ≧80％ 中期計画の進捗は順調 

80％＞ＸＡ≧50％ 中期計画の進捗は概ね順調 

50％＞ＸＡ≧00％ 中期計画の進捗はやや遅れている 

 

附記 

１）令和２年 10 月 24 日 参考１を評価委員会に提示 

 

 

 



 

参考２ 評価基準の式における評価値の例 

 

１.参考１の「Ⅱ.全体評価の評価基準」 

ＸＡ＝ 
ＮＡ＋0.5×ＮＢ＋0.2×ＮＣ 

×100（％）……（１） 
ＮＡ＋ＮＢ＋ＮＣ＋ＮＤ 

 

大項目別評価の評定 ＸＡ 評定と評語 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 100％ 

Ａ “中期計画の進捗は順調”  Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ 92％ 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 83％ 

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 75％ 

Ｂ“ 中期計画の進捗は概ね順調” 

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 67％ 

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 58％ 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 50％ 

 

 

基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附記 

１）令和２年 10 月 24 日 参考２を評価委員会に提示 

評価値ＸＡ 評定 

8 0 >Ｘ Ａ ≧ 8 0％ Ａ 

80％>ＸＡ≧50％ Ｂ 

50％>ＸＡ≧00％ Ｃ 
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用語の解説 

 

●学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 〔P.15〕 

  学位の授与に関する基本的な考え方について、各大学等が、その独自性並びに特 

色を踏まえ、まとめたもの。この方針において、大学卒業（大学院修了）生に身に 

付けさせるべき能力に関する大学の考えを示すことにより、受験者が大学を選択す 

る際や、企業等が大学卒業（大学院修了）生を採用する際の参考となる。機構の認 

証評価では、同方針について明確に定め、それに照らして、成績評価や単位認定、 

卒業認定が適切に実施され有効なものとなっているかを評価する。 

 

●教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー） 〔P.15〕 

  教育課程の編成及び実施方法に関する基本的な考え方をまとめたもの。この方針 

の策定に当たっては、教育課程の体系化、単位の実質化、教育方法の改善、成績評 

価の厳格化等について留意することが必要である。機構の認証評価では、同方針に 

ついて明確に定め、それに基づいて教育課程が体系的に編成され、その内容、水準 

が授与される学位名において適切であるかどうかを評価する。 

 

●入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー） 〔P.15〕〔P.20〕 

  各大学・学部等が、その教育理念や特色等を踏まえ、どのような教育活動を行い、 

また、どのような能力や適性等を有する学生を求めているのかなどの考え方をまと 

めたもの。 

 

●授業計画書（シラバス） 〔P.15〕 

学生が授業科目の履修を決める際の参考資料や準備学習を進めるために用いられ 

る各授業科目の詳細な授業計画。一般に、授業科目名、担当教員名、講義目的、毎 

回の授業内容、成績評価方法・基準、準備学習のための具体的な指示、教科書・参 

考文献、履修条件などが記載されている。また、教員相互の授業内容の調整や、学 

生による授業評価などにも使われる。 

 

●ＧＰＡ（Grade Point Average） 〔P.15〕 

学生の成績評価については、各設置基準において、客観性及び厳格性を確保する 

ため、学生に対して成績評価の基準を予め明示するとともに、当該基準に則して適 

切に評価を実施することが要求されている。ＧＰＡ制度は、客観的な成績評価を行 

う方法として大学に導入されているもので、一般に授業科目ごとに 5 段階（例えば 

Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＦ）で成績評価を行い、それぞれ４から０のグレード・ポイント 

を付し、この単位当たりの平均を出し、その一定水準を卒業などの要件とする 

制度。 

 

 

参考資料３ 
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●ポートフォリオ 〔P.15〕 

ポートフォリオとは、書類入れやファイルを意味する言葉である。総合的な学習 

の評価方法として、近年注目されている外来語である。ポートフォリオ評価は、た 

とえば「学習活動において児童生徒が作成した作文、レポート、作品、テスト、活 

動の様子が分かる写真やＶＴＲなどをファイルに入れて保存する方法」（グロワー 

ド，1999，p.8）と定義されている。 

 

●コアカリキュラム 〔P.15〕 

各大学において実施されている、カリキュラム編成上の主となる科目群。 

 

●アクティブ・ラーニング 〔P.16〕 

  教員による一方的な講義形式の教育とは異なり、学生の能動的な学習への参加を取 

り入れた教授・学習方法の総称。 

 

●持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 〔P.16〕 

「ＳＤＧｓ（エスディージーズ）」とは、「Sustainable Development Goals（持続 

可能な開発目標）」の略称であり、2015 年９月に国連で開かれたサミットの中で世 

界のリーダーによって決められた、国際社会共通の目標。ＳＤＧｓは「17 の目標」 

と「169 のターゲット（具体目標）」で構成されている。 

 

●オムニバス（Omnibus，輪講）科目 〔P.17〕 

   ある共通のテーマについて、複数の教員がそれぞれの専門的分野について１回ず 

つ、若しくは複数回にわたり講義する科目。 

 

●テクニカルライティング 〔P.18〕 

テクニカルコミュニケーター協会（※１）によれば、テクニカルライティングと 

は、「さまざまな工業製品やサービスを、一般の人向けにわかりやすく説明するこ 

と」と定義されている。実用文書全般（社内のお知らせ、企画書、報告書等）、大学 

のレポートにもその技術が適用できると言われている。テクニカルライティングの 

技術とは、簡単に言えば、「読みやすく誤解の生じにくい文章を書く」技術である。 

漢字とひらがなの使い分けなどの細かいレベルから、情報の抽出・整理の仕方まで、 

語句、文、段落、章・節・項に分けて整理されている。 

※１ テクニカルコミュニケーター協会：主に、テクニカルライティングに関係す 

る企業、すなわちコンピュータメーカー、家電メーカー、自動車メーカー等の 

取扱説明書を作っている会社の人々、編集プロダクション、フリーのライター 

が関わる団体 

 

●ＦＤ（Faculty Development）活動 〔P.20〕 

  教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取組の総称。具体的な 

例としては、教員相互の授業参観の実施、授業方法についての研究会の開催、新任 

教員のための研修会の開催等を挙げることができる。 
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●ピアサポート 〔P.23〕 

  学生生活上で支援（援助）を必要としている学生に対し、仲間である学生同士で 

気軽に相談に応じ、手助けを行う活動。支援を求める側にとっては支援者が学生で 

あることで気軽なサポートが受けられ、支援を行う学生は、サポートを通じて自ら 

を成長させる機会が得られる。（peer：同じような立場の人） 

 

●キャリア支援 〔P.23〕 

  学生が自己の能力や適性、志望に応じて卒後の進路を主体的に選択し、社会的、 

職業的な自立を図るために必要な能力を培うために整備された大学内の支援体制。 

 支援は教育課程やガイダンスの実施、就職に関する情報の収集・提供等を通じて行 

われる。 

 

●インターンシップ 〔P.24〕 

学生が在学中に、企業等において自らの専攻や将来のキャリアに関連した就業体 

験や社会貢献活動に参加することができる制度。 

 

●外部資金 〔P.28〕 

  大学外から入ってくる研究費。科学研究費補助金などの公的機関からの研究助成 

金、民間の財団・企業等からの研究助成金、国や公的機関の委託事業費の委託研究 

費、企業・自治体等との共同・受託研究費、寄附金。 

 

●科学研究費補助金 〔P.28〕 

  学術を振興し、独創的・先駆的な研究を発展させることを目的として、人文・社 

会科学から自然科学に至るあらゆる分野を対象に交付される研究助成費。公募制と 

なっており、各研究者が提出する研究計画書に基づき、審査が行われる。文部科学 

省及び独立行政法人日本学術振興会が提供する競争的研究資金のひとつ。 

 

●経営審議会 〔P.35〕 

経営審議会は、経営に関する重要事項を審議する法定必置機関であり、理事長・ 

副理事長・その他の者により構成される。 

 

●教育研究審議会 〔P.35〕 

教育研究審議機関は、教育研究に関する重要事項を審議する法定必置機関であり、 

学長・学部長・その他の者により構成される。 

 

●ＳＤ（Stuff Development）活動 〔P.36〕 

   大学等の管理運営組織が、目的・目標の達成に向けて十分機能するよう、管理運 

営や教育・研究支援に関わる事務職員・技術職員又はその支援組織の資質向上のた 

めに実施される研修などの取組みの総称。平成 29 年４月から、大学設置基準におい 

てもＳＤ活動が義務化されている。 
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●認証評価機関 〔P.43〕 

  認証評価を実施する機関として文部科学大臣の認証を受けた評価機関。機関が文 

部科学大臣の認証を受けるためには、その評価基準、評価方法、実施体制などが文 

部科学大臣の定める認証基準に適合すると認められる必要がある。 

 

●自己点検・評価 〔P.43〕 

  大学等が、自己の目的・目標に照らして教育研究等の状況について点検し、優れ 

ている点や改善すべき点などを評価し、その結果を公表するとともに、その結果を 

踏まえて改善向上を行っていくという質保証の仕組み。学校教育法第 109 条におい 

て、その活動が義務化されており、高等教育の質保証は一義的に大学等自らが主体 

的に行うものという点が示されている。 

 

●日本技術者教育認定機構（JABEE） 〔P.43〕 

一般社団法人日本技術者教育認定機構（JABEE）は、技術者を育成する教育プログ 

ラムを「技術者に必要な知識と能力」「社会の要求水準」などの観点から審査し、認 

定する非政府系組織。“教育プログラム”は認定の対象とする教育の主体のことで、 

通常、工学・農学・理学系の学科あるいは学科内のコースに対応します。JABEE の 

認定基準は、技術者教育認定の世界的枠組みであるワシントン協定などの考えに準 

拠しており、認定プログラムの技術者教育は国際的に同等であると認められる。認 

定プログラムの修了生は、世界に通用する教育を受けた技術者であると言える。 
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